
不登校児童生徒の中には、

・家庭にひきこちりがちであるだめ、十分な支援が行き届いていない

・不登校であることによる学習の遅れなどが、学校への復帰や中学校卒

業後の進路選択の妨げになっている

者がおり、このような者に対する支援が求められている。

在京対面穴

不登校児童生捷が自宅においてlT等を活用して行った学習活動について、
校長は指導要録上出席扱いとすることができるにその学訟も説rts挙制草橋
に向けての取組であり、不登校児童生徒の自立を聞ける上で有効・溜
切であると判断する揚合〉

家薩にひきこもりがちな不登校毘童生捷の学校護婦 を主犠
栓語的冨豆に再け記選路譲事ぞ
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(11)学校教育法施行規刻の一部を改正する省令の施行等について

平17.7. 6 1 7文科初第485号各都道
府県教育委員会、各指定都市教育委員会、各都道
府県知事、付属学校を置く各閣立大学法人学長あ
て 文部科学省初等中等教育局長通知

このたび，別添のとおり， r学校教育法施行規則の一部を改正する省令J(平成1
7年文部科学省令第38号)， r学校教育法施行規則の規定によらないで教育課程を
編成することができる場合を定める件J(平成 17年文部科学省告示第98号)及び
f教育課程に関し学校教育法施行規則の規定によらない場合における高等学校又は
中等教育学校の後期課程の全課程の修了の認定について定める件J(平成 17年文部
科学省告示第 99号)が平成 17年7月6日に公布，伺日に施行されるとともに，
「不登校児童生徒等を対象とする特別の教育課程を編成して教育を実施する学校に
関する指定要項J(文部科学大臣決定。以下「指定要項」という。)が同Bに決定さ
れました。
今回の改正又は制定の趣旨，内容及び留意事項は，下記のとおりですので，十分
御了知いただくようお願いします。
また，各都道府県教育委員会におかれては，所管の学校及び域内の市町村に，各
都道府県知事におかれては，所轄の学校及び学校法人に対して，このことを十分周
知されるようお願いします。

記

第 l 趣旨
今回の改正又は制定の趣旨は，不登校児童生徒等の実態に配慮、した特別の
教育課程を編成する必要があると認められる場合，特定の学校において教育
課程の基準によらずに特別の教育課程を編成することができるようにするも
のであり，構造改革特別区域法(平成14年法律第 189号)第2条第3項
に規定する規制の特例措置である「不登校児童量生徒等を対象とした学校設置
に係る教育課程弾力化事業」を，同法の定める手続によらずに実施できるこ
ととするものであること。

第2 内容
1 学校教育法施行規郎及び告示関係
( 1 )学校生活への適応が困難であるため相当の期間小学校，中学校，高等学校
又は中等教育学校(以下「小学校等Jという。)を欠席していると認められる
児童生徒，高等学校(中等教育学校の後期課程を含む。以下同じ。)を退学し，
その後高等学校に入学していないと認められる者又は高等学校の入学資格を
有するが，高等学校に入学していないと認められる者(以下「不登校児童生
徒等Jという。)を対象として，その実態に配慮、した特別の教育課程を編成し
て教育を実施する必要があると文部科学大圧が認める場合，教育課程の基準
によらずに特別の教育課程を編成して教育を実施することができることとす
ること。(学校教育法施行規則(昭和22年文部省令第 11号。以下「施行規
則j という。)第 26条の 3，第 57条の4関係)
( 2 )教育課程の基準によらないで教育課程を編成することができる場合は，文
部科学大庄が，不登校児童生徒等の実態に配慮、した特別の教育課程を編成し
て教育を実施する必要があると認めて小学校等を指定する場合とすること。
(文部科学省告示第98号関係)
( 3 )施行規則第63条の 2ただし書の規定に基づき，教育課程に関し同令の規
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定によらない場合における高等学校の全課稜の修了の認定について，特別の
教育課程を編成して教育を実施する高等学校の指定に係る実施計画に従った
教科若しくは科目又はこれらに準ずるものを履修し又は習得した生徒につい
て行うものとすること。(文部科学省告示第99号関係)
(4 )その他所要の規定の整備を行うこと。

2 指定要項関係
不登校児童生徒等を対象とする特別の教育課程を編成して教育を実施する
小学校等に関し，以下の項目について指定要項において定めること。
①趣旨
② 小学校等の指定
@ 実施
④ 報告の依頼等
⑤ 実施計画の変更
⑥ 文部科学大臣の是正措置等
⑦ 経過措置(指定要項の決定の際現に構造改革特別区域法第4条第8項の
規定による内閣総理大臣の認定を受けて特別の教育課程を編成して教育を
実施している小学校等に係る経過措置。)

第3 留意事項
1 児童生徒について，不登校状態であるか否かは 小学校又は中学校におけ
る不登校児童生徒に関する文部科学省の調査で示された年間 30日以上の欠
席という定義が一つの参考となり得ると考えられるが，その判断は小学校等
又はその管理機関が行うこととし，伊jえば，断続的な不登校や不登校の傾向
が見られる児童生徒も対象となり得るものであること。
他方，不登校児童生徒等以外の児童生徒については，特別の教育課程の対
象にはなり得ないこと。

2 特別の教育課程とは，慾法，教育基本法の理念を踏まえ，学校教育法に定
める学校教育の目標の達成に努めつつ，施行規則の定めにかかわらず編成さ
れる教育課程であること。

3 特別の教育課程を実施するにあたっては，不登校児童生徒等の実態に配慮
し，例えば不主主校児童生徒等の学習状況にあわせた少人数指導や習熟度別指
導，個々の児童生徒の実態に即した支援(家庭訪問や保護者への支援等)，学
校外の学潔プログラムの積極的な活用など指導上の工夫をすることが望まし
いこと。

4 (1)市町村が新たに設置する高等学校若しくは中等教育学校又は学校法人
が新たに設置する小学校，中学校，高等学校若しくは中等教育学校にお
いて特別の教育課程を編成して教育を実施することを希裂する場合，当
該学校の設置認可の前に，特別の教育課程を編成して教育を実施する必
要がある学校として指定を受ける必要があること。

( 2 )市町村が新たに設置する高等学校若しくは中等教育学校又は学校法人
が新たに設置する小学校，中学校，高等学校若しくは中等教育学校につ
いて，文部科学大臣が指定をした際には，文部科学省はその旨を速やか
に，当該学校の設置認可権者(市町村立の高等学校又は中等教育学校に
ついては都道府県教育委員会，私立の小学校，中学校，高等学校又は中
等教育学校については都道府県知事)に対して通知することとしている
ので，その旨留意すること。

5 指定を受けた小学校等については，文部科学省ホームページにおいて公表
するものであること。
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高等学校の全日制課程及び定時制課程における不登校生徒に対する

通信の方法を用いた教育による単位認定について

平成21.3. 31 20文科初第8077号

各都道府県教育委員会教育長， 各指定都市教育

委員会教育長， 各都道府県知事， 附属学校を置

く各国立大学法人学長， 構造改革特別区域法第

1 2条第1項の認定を受けた地方公共団体の長

文部科学省初等中等教育局長通知

不登校児童生徒への対応に当たっては、平成 15年5月 16日付け文科初第255号

「不登校への対応の在り方について」を始めとする一連の通知等を踏まえ、関係者におい

て、これまでにも様々な努力がなされているところですが、このたび、学校教育法施行規

則(昭和22年文部省令第11号。以下「施行規則」としサ。)第86条に基づく指定を

受けることにより、高等学校(中等教育学校の後期課程を含む。以下問じ。)の全日制の

課程及び定時制の課程において、学校生活への適応が困難であるため、相当の期間高等学

校を欠席していると認められる生徒(以下「不登校生徒j としづ。)を対象として、通信

の方法を用いた教育により、一定の範囲内において単位認定を行うことができることとし

ました。趣旨、内容及び留意事項は、下記のとおりですので、十分御了知いただくようお

瀕いします。

また、各都道府県教育委員会におかれては、所管の高等学校及び指定都市を除く域内の

市町村教育委員会に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の高等学校に対し

て、各都道府県知事及び構造改革特別区域法(平成14年法律第189号)第12条第l

項の認定を受けた地方公共団体の長におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対して、

このことを十分周知されるとともに、必要な指導等をお願いします。

なお、本通知は、構造改革特別区域基本方針に基づく特例措置において認定されたもの

を全国的に実施できることとしたものであり、平成16年3月30日付け15文科総第2

48号「構造改革特別区域基本方針(平成16年2月24日閣議決定)に基づく特例措置

について(通知)Jの記2については、今後、本通知によることとします。
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コJ量一伺

第1 趣旨

高等学校の全日制の課程及び定時制の課程に在籍している不登校生徒の中には、学習

意欲はありながら登校できないために、原級留置、転学、中途退学をせざるを得ない者

もおり、このような生徒に対する学習の機会の充実が求められている。このような生徒

を対象として、通信の方法を用いた教育により単位認定を行うことを一定の範西内で認

めることにより、学習意欲はありながら登校できない生徒が、原級留置、転学、中途退

学することなく不登校状態を解消し、卒業することができるようになることが期待され

る。

このため、施行規則第86条に基づく指定を受けることにより、高等学校の全日制の

課程及び定時制の課程において、不登校生徒主?対象として、通信の方法を用いた教育に

より単位認定を行うことができることとする。

第2 内容

1 高等学校の全日制の課程及び定時制の課程において、不登校生徒を対象として、高等

学校学習指導要領(平成11年文部省告示第58号)第l章第8款(通信制の課程にお

ける教育課程の特例)に定める各教科・科目の添削指導の回数及び面接指導の単位時間

数の取扱い等(ラジオ放送、テレビ放送その他の多様なメディアを利用して行う学習を

取り入れた場合の取扱いを含む。)に準じた特別の教育課程を編成して教育を実施する

必要があると文部科学大臣が認める場合においては、通信の方法を用いた教育により単

位認定を行うことを 36単位を上限として認めることとすること。

2 1の措置が認められる場合は、施行規則第86条、 f学校教育法施行規則の規定によ

らないで教育課程を編成することができる場合を定める件J (平成 17年文部科学省告

示第98号)、 「教育課程に関し学校教育法施行規刻の規定によらない場合における高

等学校又は中等教育学校の後期課程の全課程の修了の認、定について定める件J (平成1
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7年文部科学省告示第99号)及び「不登校児章生徒等を対象とする特別の教育課程を

編成して教育を実施する学校に関する指定要項J (文部科学大臣決定。以下 f指定要

項」という。)に基づき、文部科学大疫が当該高等学校を指定する場合とすること。

3 指定要項について所要の改正を行うとともに、その際現に構造改革特別区域法第4条

第8項の規定による内閣総理大臣の認定を受けて、構造改革特別区域基本方針に基づく

「高等学校全日制課程において不登校状態にある生徒に対する IT等の活用による学習

機会拡大事業Jに係る規制の特例措置の適用を受けている高等学校について、経過措置

を設けることとすること。

第3 留意事項

1 通信の方法を用いた教育を実施する体制が不十分である場合、生徒の不登校状態が深

刻化することや安易な単位認定が行われること、他の生徒に対する教育の質が低下する

こと等の弊害が生じることが懸念されることから、通信の方法を用いた教育を実施する

場合には、全日制の課程及び定時制の課程の教育を実施するために必要な教職員等の体

制に加え、あらかじめ、通信の方法を用いた教育を実施するために必要な教職員等の体

制を整備することや、通信の方法を用いた教育を実焔する場合の具体的な指導計画を作

成すること等が必要であること。

その際には、不登校生徒に対する適切な対応のために、あらかじめ、各学校において

中心的かつコーディネーター的な役割を果たす教員や、通信の方法を用いた教育を行う

教員を明確に位霞づけることが必要であるとともに、研修等を通じた各教職員の資質の

向上に努めることが望ましいこと。

2 今回の措置により認められる通信の方法を用いた教育は、学習意欲はありながら登校

できない生徒が、原級留置、転学、中途退学することなく不登校状態を解消し、卒業す

ることができるようにすることを目的としていることから、指導を行うにあたっては、

不登校生徒の実態に配慮し、例えば、教職員が生徒の状況に応じて家庭への訪問を行う

こと等を通じて、その生活や学習の状況を把握し、生徒本人やその保護者が必要として

いる支援を行うことや、学校外の関係機関等と積極的な連携を図る等の指導上の工夫を
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することが望ましいこと。その際には、生徒が学習意欲を持って主体的に学校に通うこ

とができるよう、自らの生き方や将来に対する夢や目的意識について考えるきっかけを

与えることのできる指導を行うことが重要であること。

なお、不登校状態を解消し、卒業することができるようにするという目的に鑑み、学

習意欲がない者や不登校状態が解消する見込みのない者、学習成果を評価することがで

きないような者等に対して単位認定を行うような安易な遼用が行われることのないよう

留意すること。

3 高等学校教育においては、教師との対面を通じての触れ合いや生徒同士の集団活動が

極めて大切であると考えられることから、通信の方法を用いた教育を実施する場合であ

っても、対面による面接指導や集団活動等の機会を十分に確保することが望ましいこ

と。

4 全日制の課程及び定時制の課程においては、施行規則第97条から第99条まで(定

時制の課程については第98条及び第99条。以下同じ。)の規定に基づき、同ーの高

等学校の通信制の課程又は他の高等学校の通信制の課程を併修した場合等に36単位を

上限として単位認定を行うことが認められているが、今回の措置により認められる通信

の方法を用いた教育による単位認定についても、全日制の諜程及び定時制の課程におい

て、通信の方法を用いた教育により単位認定を行うという点において共通するものであ

ることから、今回の措置における通信の方法を用いた教育により認定することができる

単位数は、施行規則第97条から第99条までの規定に基づく単位認定による単位数と

合計して 36単位までとすること。

5 第2内容2の指定には、一定の審査等の期間を要することに留意すること。なお、審

査等の伺滑な実施のため、指定を希望する場合には、あらかじめ下記拐当まで申請内容

について相談を行うことが望ましいこと。

6 その他、平成 17年 7月6日付け 17文科総第485号 f学校教育法施行規則の一部

を改正する省令の施行等について(通知)Jの記第3留意事項1，2， 4，及び5につ

いて留意すること。
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登校拒否児室生徒が学校外の公的機関等に適所する場合の通学定期乗車券告Ij度… 112ページ

@ サイトマップ English 

文部科学官11Ri詰;;::vtA j重量

トップ〉教育〉小学校、中学校、商等学校〉生徒指導者事について〉不去を校〉登校拒否児童生徒が学校外の公
的機関等に適所する檎合の通学定期梁車券制度の適用について

登校拒否児童生徒が学校外の公的機関等に通所する
場合の通学定期乗車券制度の適用について

登校拒否児童生徒が学校外の公的機関等に適所する場合の通学定期乗車券制度の

適用について

平5.3.19 5初中30各都道府県教管委員会指導率務主管課長・各都道

府県私立学校主管課長・附属学校を置く各国立大学長国立久翠j兵蓄を談学校

長あて文部省初等中等教育局中学校課長通知

登校拒否問題への対応については，平成4年9月24日付文初中第330号により学校

及び教育委員会の取組の充実，関係機関等との連携について一層の努力をお願いした

ところですが，この中で，義務教育諸学校の登校扱否児童生徒が学校外の公的機関や

民間施設において相談 z指導を受けるとき，それが学校復帰を前提とし本人の自立を

助けるうえで有効・適切であると校長が判断する場合には，その努力を学校として評価

し指導要録上出席扱いとすることができることとしたところです。

ところで，登校拒答の態様は様々であり，場合によっては.公的機関等において相談・

指導を受ける期間が長期に及ぶことも考えられますが，このような児愛生徒の遜所に要

する交通殺の負担の軽減措霞に関し関係機関等と協議した結果，このたび別紙のとお

り登校拒否児窓生徒に対し通学定期乗車券制度が適用されることになりましたのでお知

らせします。なお，都道府県教育委員会にあっては，管下の市町村教育委員会に対し

て，都道府県知察官日馬及び密立大学にあっては2 管下の学校に対して，このことを濁知

されるよう願います。

( 7llJ紙)

1対象となる児童生徒

学校外の公約機関や民間施設において相談・指導を受けている義務教育諸学校の

登校拒否児童生徒で，校長が， r登校拒否問題への対応についてJ(平成4年9月24
日付文初中第330号)に基づき，当該相談・指導を受けた日数を指導要録上出席扱い

とすることができることとした者とすること。

2内容

上記1の登校拒否児童生徒が，相談・指導を行ラ学校外の公約機関や民間施設に通

所するため鉄道又は乗合パスに乗車する場合，鉄道については実習用通学定期乗車
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雪量校拒否児童生徒が学校外の公約機関等に適所する場合の通学定期乗車券制度… 2/2ページ

券制度による遜学定期乗車券が，乗合パスについては通学定期乗車券が発売される

こと。

3通学定期乗車券の発売手続き

(1)鉄道については，登校拒否児童生徒が在籍する学校の校長が，各鉄道事業者の

定めるところに基づき，実習淘通学定期乗車券帝Ij度による退学定期乗車券の発売

に必要な申藷審の提出等必要な手続きを行うこと。

(2)乗合パスについては，登校拒否児窓生徒が在籍する学校の校長が，各パス事業

者の定めるところに基づき，遜学定期乗車券の発売に必要な申請蓄の提出等必要

な手続きを行うこと。

(3)具体的な手続きについてl乱必要に応じ各率業者に問い合せるなど率務処理に遺

j煽のないよう留意すること。なお，別j恭の東日本旅客鉄道株式会社のF実習用通学

定期粂主主券の取扱方等についてjを参考とすること。

4 実施期日

本通知による通学定期乗車券制度の適用は，平成5年4月1臼より実施されるもので

あること。

(見1]添硲)

会臭・墾遊・お知らせ 文部私生担省ホームページトップヘ ページの先頭に漠る
政策・響機会 白書書・統計・出版物 申i除手続き 文部科学翁の紹介 教育 科学技術・学術 スポーツ
文化 !lP窓見・お問合せ プライバシーポリシー リンゥ.1!t{');lについて アウセシピリ子ィへの対応について

文部科学省 干叩0-8959東京都千代田区怒が関三Tel2l!f2号
'lIU百番号:03-5253-4111(代薮)050-3772-4111 (IP畷酎t液)案内図

Copyright (0) Ministry of Education， Culture官Sports，Science and Technology 
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主主校拒否問題への対応について

平4. 9. 24 文初中 330 各都道府県教育

委員会教育長・各都道府県知事・附属学校を鐙く

各国立大学長・国立久里浜養護学校長あて 文部

省初等中等教育局長通知

児童生徒の登校拒否問題への対応につきましては，関係者において特段の努力が

払われているところですが，依然として受校拒否児童生徒の数は増加傾向にあり，

憂慮、される事態となっております。

文部省としても，これまで，登校拒否児童生徒の全国的な状況の把援に努め，指

導資料の作成や教員研修の実施など各種の施策を講じてきたところですが，上記の

ような状況にかんがみ，平成元年7月に有識者による「学校不適応対策調査研究協

力者会議Jを発足させ，登校拒否問題への対応に関する基本的な在り方について広

く総合的・専門的な観点から検討を願い，本年3月13日に「登校拒否(不登校)

問題についてJの報告安取りまとめていただいたところです。

文部省としては，この報告の趣旨を踏まえ，今後さらに施策の充実に取り組むこ

ととしておりますが，食織におかれても，下記により主主佼拒否問題に対する取組の

充実にー燭努められるようお願いします。なお，都道府県教育委員会にあっては，

管下の市町村教育委員会に対して，都道府県知事及び国立大学長にあっては，管下

の学校に対して，この趣旨を徹底されるよう願います。

記

1 登校拒否問題に対応する上での基本的な視点

① 登校拒否はどの児童生徒にも起こりうるものであるという視点、に立ってこ

の問題をとらえていく必要があること。

② いじめや学業の不振，教職員に対する不信感など学校生活上の問題が起因

して登校拒否になってしまう場合がしばしばみられるので，学校や教職員一

人一人の努力が綴めて重要であること。

③ 学校，家庭，関係機関，本人の努力等によって，登校拒否め問題はかなり

の部分ーを改善ないし解決することができること。

@ 児叢生徒の自立を促し，学校生活への適応を図るために多様な方法を検討

する必要があること。

⑤ 児童生徒の好ましい変化は，たとえ小さなことであってもこれを自立のプ

ロセスとしてありのままに受け止め，積極的に評価すること。

2 学校における取組の充実

(1)学校は，児童生徒にとって自己の存在感を実感でき精神的に安心しているこ

とのできる場所ー「心の居場所Jーとしての役割を果たすことが求められるこ

と。
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(2)学校は，主主校拒否の予防的対応を図るために，児童生徒一人一人の個性を

尊重し，児童生徒の立場に立って人間味のある温かい指導が行えるよう指導の

在り方や指導体制について絶えず検討を加え，次のような取組を行う必要があ

ること。

① 個に応じた指導に努めるなど指導方法，指導体制について，工夫，改善に

努めること。

② 児童生徒の自主性，主体性を育みながら，一人一人がたくましく生きてい

くことのできるカを養っていくこと。

@ 児童生徒が適切に集団生活に適応するカを身に付けることができるように，

学級活動等を工夫すること。

③ 主体的な進路選択能力を育成するため，発達段階に応じた適切な進路指導

を行うこと。

@ 児章生徒の立場に立った教育相談を充実すること。

⑤ 関かれた学校という観点に立って，家庭や地域社会との協力関係を築いて

いくこと。

(3).学校においては，全教職員が笠校拒否問題についてあらかじめ十分に理解し，

認識を深め，個々の問題の対応に当たって一致協力して取り組むとともに，校

内研修等を通じて教職員の意識の啓発と指導力の向上に努めること。また，登

校拒否児童生徒への具体的な指導に当たっては，次の点~~留意する必要がある
こと。

① 登校拒否となる何らかの前兆や症状を見逃さないよう常日頃から児童生徒

の様子や変化をみていくことが大切であり，変化に気付いた時は，速やかに

適切な対応をとること。

② 登校:ffi否が長期に及ぶなど，学校が指導・援助の手を差し伸べることがも

はや困難と思われる状態になる場合もあるが，このような状態に陥りそうな

場合には，適切な時期をとらえて，教育センタ一等の専問機関に相談して適

切な対応をとる必要があること。その際，保護者に対し，専門的観点から適

切な対応をすることの必要性を助言し，十分な理解を得ることが大切である

こと。

③ 主主校拒否児童生徒が登校してきた場合には，温かい雰囲気のもとに自然な

形で迎え入れられるよう配慮するとともに，徐々に学校生活への適応カを高

めていくような指導上の工夫を行うこと。

3 教育委員会における取組の充実

都道府県及び市町村の教育委員会は，自ら登校拒否問題に対する認識を深める

とともに，それぞれの立場から積極的に施策を展開し，学校における取組が効果

的に行われるよう支援する必要があること。その際，次に例示するような方策を

含め，多様な方策が検討される必要があること。

① 登校拒否問題への適切かっきめ細かな対応を行うため，それぞれの地域の

状況に応じ，登校拒否についてのより的確な実態把握に努める ζと。

② 主主校拒否児童生徒の指導の中核となる生徒指導担当者等に対して，登校拒

否問題についての専門的，実践的研修を積綴的に実施するなど教員研修の効

果的な実施に努めること。

③ 学校における指導体制を充実させるため，必要に応じた学校への教員の加
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配，教育相談等の研修講座を通じての専門的力量をもった教員の育成等め施

策を講ずること。

@ 教育センタム等の教育相談機関の整備や施設・設備，スタッフの充実等を

図ること。

⑤ 学校以外の場所に登校拒否の児童生徒を集め，その学校生活への復帰を支

援するため様々な指導・援助在行う「適応指導教室」について，その設置を

推進するとともに，指導員や施設設備等の充実に努めること。

⑥ 社会教育施設安利用して行われる登校拒否児童生徒の適応指導のための自

然体験活動等の事業の推進を図ること。その際，施設と学校等との連携に配

慮、すること。

⑦ イ系議者に対するカウンセリングの実施，保護者間土の懇談会の開催，家庭

向けの啓発資料の作成などの保護者への啓発・支援の取組を行うこと。また，

すべての家庭に対して登校拒否への関心合高めるよう啓発を行うこと。

4 関係機関等との連携
(1)学校においては，教育センタ一，児童相談所等の関係機関と日頃から連携を

図っておくことが大切で、あること。特に主主校拒否の程度が進み学校の指導の限

界を超えると思われる場合には，速やかに相談・指導を行う専門の関係機関に

協力を求めることも必要であること。

(2)相談・指導を行う関係機関としては，適応指導教室，教育センター，児童相

談所などの公的機関が適切であるが，公的な指導の機会が得られないあるいは

公的機関に通うことも困難な場合で本人や保護者の希望もあり適切と判断され

る場合は，民間の相談・指導施設も考慮されてよいこと。

ただし，民間施設での相談・指導を考慮、する場合，その性格や活動内容は多

種多様であるので学校や教育委員会はその施設の実態を十分担援した上で，本

人にとって真に適切かどうか判断する必要があること。

(3)学校は当該児童生徒が学校外の公的機関や民間施設において相談・指導を受

けている問の状況を十分フォローアップすることが大切であり，可能な限りそ

の指導状況を把握するなど，相談・指導を他の公約機関等に任せきりにするこ

とのないよう留意すること。

(4)義務教育諸学校の登校拒奇児童生徒が学校外の公約機関や民間施設において

相談・指導を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについては，別記に

よるものとすること。
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(別記)

登校拒否児童生徒が学校外の公的機関や民間施設において相談・指導を受

けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについて

1 趣旨

登校拒否児窓生徒の中には，学校外の施設において相談・指導を受け，学校復

帰への懸命の努力を続けている者もおり，このような児窓生徒の努力を学校とし

て評価し支援するため，我が国の義務教育制度を前提としつつ，一定の要件を満

たす;場合に，これら施設において相談・指導を受けた日数を指導要録上出席扱い

とすることができることとする。

2 出席扱いの要件

登校拒否児童生徒が学校外の施設において相談・指導を受けるとき，下記の要

件を満たす左ともに，当該施設への通所又は入所が学校への復帰を前提とし，か

っ，登校拒否児童生徒の自立を助けるうえで有効・適切であると判断される場合

に，校長は指導要録上出席扱いとすることができる。

(1)保護者と学校との間に十分な連携・協力関係が保たれていること。

(2)当該施設は，教育委員会等が設置する適応指導教室等の公的機関とするが，

公的機関での指導の機会が得られないあるいは公的機関に通うことが困難な場

合で本人や保護者の希望もあり適切と判断される場合は，民間の相談・指導施

設も考慮されてよいこと。

ただし，民間施設における相談・指導が個々の児童生徒にとって適切である

かどうかについては，校長が，設置者である教育委員会と十分な連携をとって

判断オるものとすること。このため，学校及び教育委員会においては，学校不

適応対策調査研究協力者会議報告(平成4<9三3月13日)に531]記として掲げら

れている「民間施設についてのガイドライン(試案)Jを参考として，上記判

断を行う際の何らかの目安を設けておくことが望ましいこと。

(3)当該施設に適所又は入所して相談・指導を受ける場合を前提とすること。

3 指導要録の様式等について

上記の取扱いに伴い，平成3年3月20日付け文初小第124号 r，]、学校児童

指導要録，中学校生徒指導要録並びに青学校，重量学校及び養談学校の小学部児童

指導要録及び中学部生徒指導要録の改訂について」で示した指導要録の様式等に

ついて，それぞれ別紙のように改めることとする。
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Ojlj紙)

小学校児童指導要録，中学校生徒指導要録並びに盲学校，聾学校及び養護学校

の小学部児童指導要録及び中学部生徒指導要録の様式等について

平成3年3月20日付け文初小第124号「小学校児童指導要録，中学校生徒指

導要録並びに盲学校，態学校及び養護学校の小学部児童指導要録及び中学部生徒指

導要録の改訂についてJの別紙第lからJ.llj紙第5までのE記入上の注意のうち〔出

欠の記録〕について，それぞれ次のように改める。

(1) 5のなお望書きを次のように改める。

fなお，学校の教育活動の一環として児童が運動や文化などにかかわる行事等

に参加した場合，及び登校拒否の児童が学校外の施設において相談・指導を受

けそのことが当該児童の学校復帰のために適切であると校長が認める場合には，

出席扱いとすることができること。 j

(2) 7に次のなお勢きを加える。

じなお，主主校拒否の児童が学校外の施設において相談・指導を受け，そのこと

が当該児髭の学校復帰のために適切であると校長が認める場合には， r出席日

数」の内数として出席扱いとした回数及び児童が適所又は入所じた適応指導教

室等の施設名を記入すること。 j

(3) なお，上記(1)及び(2)中「児武j とあるのは，別紙第2及び日IJ紙第4にあっ

ては「生徒j と，別紙第5にあっては「児童又は生徒j とする。
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《参考》 民間施設についてのガイドライン(試案)

このガイドラインは，個々の民間施設についてその適否を評価するという趣旨の

ものではなく，登校拒否の児章生徒が民間施設において相談・指導を受ける際に，

保護者や学校，教育委員会として留意すべき点を目安として示したものである。

民間施設はその性格，規模，活動内容等が様々であり，民間施設を判断する際の

指針をすべて一律的に示すことは困難である。したがって，実際の運用に当たって

は，このガイドラインに掲げた事項を参考としながら，地域の実態等に応じ，各施

設における活動を総合的に判断することが大切である。

1 実施主体について

法人，個人は関わないが，実施者が受校拒否等児童生徒の不適応・問題行動に

対して深い理解と知識又は経験を有し，かっ社会的信望を有していること。

2 事業渡営の在り方について

主主校拒否等児童量生徒の不適応・問題行動に対する相談・指導を行うことを主た

る図的としていること。また，著しく営利木位のものでないこと。

3 相談・指導の在り方について

① 児童生徒の人命や人格を尊重した人間味のある混かい相談や指導が行われて

いること。

② 情緒的混乱の登校指否，情緒障害，非行・問題行動など，相談・指導の対象

となる者が当該施設の相談・指導体制lこ応じて明確にされていること。また，

受入れに当たっては面接を行うなどして，当該児童生徒のタイプや状況の把握

が適切に行われていること。

③ 指導内容・方法，相談手法及び相談・指導の体制があらかじめ明示され7てお

り，かつ現に児童生徒のタイプや状況に応じた適切な内容の相談や指導が行わ

れていること。また，我が閣の義務教育制度を前提としたものであること。

④ 体罰などのゆきすぎた指導が行われていないこと。

4 相談・指導スタッフについて

① 相談・指導スタッフは児童生徒の教育に深い理f~~を有するとともに，不適応。

問題行動の問題について知識・経験をもち，その指導に熱意を有していること。

② 専門的なカウンセリング等の方法を行うにあっては，心理学や精神医学等，
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それを行うにふさわしい専門的知識と経験を備えた指導スタ守ッフが指導にあた

っていること。

@ 宿泊による指導を行う施設にあっては，生活指導にあたる者を含め，当該施

設の活動を行うにふさわしい資質を具えたスタッフが配置されていること。

5 施設，設備について

① 各施設にあっては，学習，心理療法，面接等種々の活動を行うために必要な

施設，設備を有していること。

② 特に，宿泊による指導を行う施設にあっては，宿舎をはじめ児童生徒が安全

で健康的な生活を営むために必要な施設，設備を有していること。

6 学校，教育委員会と施設との関係について

児童生徒のプライパシーにも配慮の上，学校と施設が相互に意見を交換するな

ど，学校との問に十分な連携・ i協力関係が保たれていること。

7 家庭との関係について

① 施設での指導経過を保説者に定期的に連絡するなど，家庭との問に十分な連

j~; ・協力関係が保たれていること。

② 特に，宿泊による指導を行う施設にあっては，たとえ当該施設の指導方針が

いかなるもので、あっても，保護者の側に対し面会や退所の自由が確保されでい

ること。
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「平成25年度児童生徒の簡題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査J(不登校関係部分)

160，000 

140，000 

120，000 

10日，000

80，000 

60，000 

40，000 

20，000 

小・中学校における不登校の状況について(概要)

平成25年度において、小・中学校における、不登校児童生徒数は119， 617

人(前年度112，689人)であり、不登校児童生徒の割合は1， 1 7 % (前年度

1目 09%)である。

不受校児童生徒数の推移 不登校児愛生徒の窓l合の推移

合計

.4p  rraaW 唱唱・....-相 F昼ー傷、恒~
ー~隠『圃-園

(1，000人当たりの不登校児童生徒数)

35.0 

30.0 

一・ーが学干支
一回一中学校
一守一合E十 l
J 一一回一__Jトa 中学校
〆脇、オ圃-lI-.ー圃/・ 一、面白鵬、 E 

25.0 トrea，n ，ー

中学校 開 20.0 

15.0 合計

小学校 10.0 

1・--+-ー+一・---+-_司令・0ー+一。--，俳句ー令一・一。---・ーー令--.. 5.0 
小学校

.-凶@一・周回・-・俳句ー・._-・ーーー・ー伶ー・一・-・--.ト"・-・ー一・ーー-・
o M 
Hl0 Hll HI2 H13 HI4 HI5 HI6 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 Hl0Hl1 HI2HI3H14HI5H16H17H18H19H20H21 H22H23H24H25 

10年度 11年度 12年産 13年度 14年度 15年度 16年度 17年産 18年度 19年度 初年産 21年産 22年産 23年虚 24年産 25年度

小学技
26，017 26，047 26，373 26，511 25，869 24，077 23，318 22，7ω 23，825 23，927 22，652 22，327 位。463 22，622 21，243 24，175 

3.4 3.5 3.6 3.6 3.6 3.3 32 3.2 33 3.4 32 3.2 32 3.3 3.1 3.6 

中学校
101，675 104，18日 107，913 112，211 105，383 102，149 100，倒。 ω，578 103，侃B105，328 104，153 100，105 97，428 94，836 91.446 95，442 

232 24.5 26.3 28.1 27.3 27.3 m 27.5 四B 四i 28.9 27.7 27.3 26.4 25.6 26.9 

合計
127，羽2 130，227 134，286 138，722 131，252 126，226 123，3臼 122，287 126，894 129，2日 126，805 122，432 119，羽1117.458 112，間9119，617 
10.6 11.1 11.7 12.3 11.8 11.5 11.4 11.3 112 12.0 118 11.5 11.3 112 109 11.7 

※ 上段は不登校児童芝生徒数、下段は1，000人当たりの不登校児童生徒数。

0 不登校児童生徒数が増加した理由について、別途、都道府県教育委員会にアンケート調査

を実施したところ、

人間関係をうまく構築することができない児童が増えていること

家庭の教育カの低下等により、基本的生活習慣などが身に付かないことが不登校に結び

付くケースがi替えていること

無気力で何となく登校しない児童が増えていること

などが多く挙げられた。

不登校のきっかけとしては、「不安など情緒的混乱」が最も多い。

O 不登校となったきっかけ(カツコ内は不登校児童生徒!こ対する割合)
【小・中学校] 順位 ① 不安など情緒的混乱 33，581人(28.1 %) 

② 無気力 30，613人(25.6%)

③ いじめを除く友人関係をめぐる問題 17.893人(15.0%)

0 不登校の定義
不登校とは、年度間に30臼以上欠席した児童生徒のうち、「何らかの心理的、情緒的、身体
的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状

況にあること(ただし、病気や経済的な理由によるものを除く )Jをいう。
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高等学埜における不登校の状況について(概要)

平成25年度において、高等学校における、不登校生徒数は 55， 657人(前

年度 57， 664人)であり、不登校生徒の割合は 1.67%(前年度 1. 7 

2%) である。

70，000 1 67，500 
t問問 i一生徒数(人) r 1.85 

60，0∞ !J/，:;，qq 
¥-+一生徒の富1)合(%)I 

57，664 

一I::.，/，、.噌 巴on吋 A
55，657 

1.75 

50，0∞ 

叫 0∞ 1.65 

30，0∞ 

20，0∞ 

10，0∞ 

。
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

※ 平成 16年度から調査を実施

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

生徒数
67，500 59，680 57，544 53，041 53，024 51，728 55，776 56，361 57，664 55，657 

(人)
生徒の害'1)合

1.82 1.66 1.65 1.56 1.58 1.55 1.66 1.68 1.72 1.67 (%) 

0 不登校生徒数が減少した理由について、別途、都道府県教育委員会にアンケート調査を実

施したところ、

スクールカウンセラーの積極的な活用

各学校において校内研修や率例研究等を穣極的に実施

中学校と高等学校との連携の充実

などが挙げられた。

0 定時制課程の不登校生徒数は 18， 011人(前年度 18， 8 3 3人)で、不登校生徒の

割合は、 16. 9%  (前年度 16. 8 %)と、全日制課程よりも高い割合となっている。

全日常1) I 定時制 | 計

不受校生徒数 I (%) I不登校生徒数 I (%) I不登校生徒数 I (%) 
37，646 I 1. 2 I 盟旦1 I 16.9 I 55，657 I 1. 7 
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5 小・中学校の不登校

(5 -1 ) 不登校児3量生徒数

小学校 中学校 Z十

(8童)不数畳(人校)児 (8徒)不数畳(人校)生
(8)平畳校児

不畳校児童 不器校児童
童生徒数田舎

不畳校児童区分 (A)全児童数
数白地A滋

(A)金生徒
数白域A滅

(A)全児童生 百十(人}
生徒数回増

(人)
串(%)

数(人)
車(%)

徒数[人)
A蕊串(同)

カッコ内 (8/A カッコ内{自IA カッコ向 (8/A
x 100) (9も) x 100) (帖) X100) (%) 

3年度 9，157，429 
12.645 

5，188，314 
54，172 

14，345，743 
66，817 

(0.14) (1.04) (0.47) 

4年度 8，947，226 
13.710 

(0.15) 
8.4 5，036，840 

58.421 
(1.16) 

7.8 13，984，066 
72，131 

(0.52) 
8.0 

5年度 8，768，881 
14，769 

7.7 4，850，137 
60，039 

2.8 13.619，018 
74，808 

3.7 
(0.17) (1.24) (0.55) 

6年度 8.582，871 
15，786 

6.9 4，681.166 
61，663 

2.7 13，264，037 
77.449 

3.5 
(0.18) (1.32) (0.58) 

7年度 8，370，246 
16，569 

5.0 4，570，390 
65，022 

5.4 12，940，636 
81，591 

5.3 
(0.20) (1.42) (0.63) 

8年車 8，105，629 
19，498 

17.7 4，527，400 
74，853 

15.1 12，633.029 
94，351 

15.6 
(0.24) (1.65) (0.75) 

9年度 7，055，307 
20，755 

(0.26) 
6.5 4，481，480 

84，701 

(1.89) 
13.2 12，336.867 

105，466 

(0.85) 
11.8 

10年車 7，663，533 
26，017 

25.3 4，380，604 
101，675 

20.0 12，044，137 
127，692 

21.1 
(0.34) (2.32) (1.06) 

11年度 7，500.317 
26，047 

0.1 4，243，762 
104，180 

2.5 11，744，079 
130，227 

2.0 
(0.35) (2.45) (1.11) 

12年度 7.366，079 
26，373 

1.3 4，103，717 
107，913 

3.6 11，469.796 
134.286 

3，1 
(0.36) (2.63) (1.17) 

13年度 7，296，920 
26.511 

0.5 3，991，911 
112，211 

4.0 11，288，831 
138，722 

3.3 
(0.36) (2.81) (1.23) 

14年度 7，239，327 
25，869 

A 2.4 3，862，849 
105冒383

A 6.1 11，102，176 
131，252 

... 5.4 
(0.36) (2.73) (1.18) 

15年度 7，226，910 
24，077 

A. 6.9 3，748，319 
102，149 

A3.1 10，975，229 
126，226 

A 3.8 
(0.33) (2.73) (1.15) 

16年度 7，200，933 
23，318 

A 3.2 3，663，513 
100.040 

.... 2.1 10，864，446 
123，358 

A 2.3 
(0.32) (2.73) (1.14) 

17年度 7.197，458 
22，709 

A 2.6 3，626，415 
99，578 

A 0.5 10，823，873 
122，287 

A 0，9 
(0.32) (2，75) (1.13) 

18年産 7，187，417 
23，825 

4.9 3，609，306 
103，069 

3.5 10，796，723 
126，894 

3.8 
但33) (2.86) (1.18) 

19年度 7，132，874 
23，927 

0.4 3，624，113 
105，328 

2.2 10，756，91l7 
129，255 

1.9 
(0.34) (2.91) (1.20) 

20年度 7，121，781 
22，652 

.... 5.3 3，603，220 
104，153 

A l.l 10，725，001 
126，805 

A 1，9 
(0.32) (2.89) (1.18) 

21年度 7，063，606 
22，327 

A 1.4 3，612，747 
100，105 

A 3.9 10，676，353 
122，432 

企 3.4
(0.32) (2.77) (1.15) 

22年度 6，993，376 
22，463 

0.6 3，572，652 
97，428 

A 2.7 10，566，028 
119.891 

A 2.1 
(0.32) (2.73) (1.13) 

23年度 6，887，292 
22，622 

0.7 3，589，774 
94，836 

A 2.7 10，477，066 
117，458 

A 2.0 
(0.33) (2.64) (1.12) 

24'手度 6，764，619 
21，243 

A 6.1 3冒569，010
91，446 

A 3.6 10.333，629 
112，689 

A4.1 
(0.31) (2.56) (1.09) 

25年度 6，676，920 
24，175 

13.8 3，552，455 
日5，442

4.4 10，229，375 
119.617 

6.1 
(0.36) (2.69) (1.17) 

(注1)鵠査対露国公私立小・中学校(平成18年度から中学技には中等教育学校前期採程を吉む.以下降じJ
0.主2)年度悶に連続又は断続して30日以上究席した児童生徒由うち不登校告理由とする者について悶査。平畳校とl立、何らかの心理的、情緒的、
身体的、あるいは社会的要調背景により、児童生徒が畳技しない品るいはしたくともできない状況に品ること(ただし、病気や経済的理痴に
よるものを除<0)をいう.
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く参考1> 不登校児宝章生徒数の推移

160.000 

小学校 0.4%(276人にt人)
φ学t'!2.7% ( 37人に1人)
計 1.2% ( 86人に1人)

合計

不登校児童生徒の都合〈平成25年度}

140，000 

100，000 )1-'---

唱a' 
圃

F

J
司a

 
L
F
 

• 
4w 

• 晶、、
・4E

 

120，0α。

， d 園、v

80.000 〆

/ 

J・ 中学校

町〆
〆

ノ_... 
印刷。 ト ，..-.-11-'-'-

震_.-

40.0問。

小学校
ーか + φ + ー

20.凹0 ト ........___._..._...--~ 7 -_........__..φ +ー φ 令一・ー+ ・-+..-._..・.......
-・-・+・
。
H3 H4 H防 H6 H7 H8 H9 Hl0 Hl1 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

〈参考2>不登校児E量生徒の割合の推移れ， 00白人当たりの不登校児窓生徒数)

35.0 

- 小学校

30.0 
，，_ 中学校 中学技

， .... 
_.-.~・-....、.• _.-一、--、1 山由トー・_.....- 周トー岨

可、_.... 
、智一

一喧一合計

25.0 z 
〆

r 
ノ

ノ

J
 
M
 
J
 

20.0 

15.0 
〆
m 

〆
』 合計

一・t_..-_.-
10.0 

r 

小学校

5.0 

4・ ・ー+ ・ ・ー守令 ・ ・ー+ー・ ・-ーー+・・ー .-----....-一・一..島一ー・ e._.--一一----_.__.-._---
.-----・ 4 守 一・。。
H3H4H5H6H7HBH悶 Hl0 Hl1 H12 H13 H14 H15 村16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

(l主)額資対象 閤公私立小・中学校(平成18年度から中学校には中等教育学校前期諜複を古むo ) 

(5-2) 不登校児宝量生徒の在籍学校数

区分
学校総数 不畳校児童生徒在絡学校教(8) 比寧(%)
(A) (校) {絞} (B/AX 100) 

国立 74 " 51.4 

公立 20，836 9，668 46.4 
小学校

私立 221 B2 37.1 

E十 21，131 9，788 46.3 

国立 77 69 89.6 

公立 9，813 8，193 83.5 
中学校

私立 788 591 15.0 

E十 10，678 8，853 82.9 

国立 151 107 70.9 

公立 30，649 17，861 58.3 
E十

私立 1，009 673 66.7 

I十 31，809 18，641 56.6 
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(5-3) 学年君1]不登校児童生徒数

(女子)

私立

iムL
1年 2年 3年 4年 5年 6年 百十

01 51 71 111 181 271 68 

":1"…イ/.""""""""";'+'"".".... }/..............I}I.......，，""";.~，，/~}I 
1.146 1 1.796 1 2，770 1 4，251 1 6.074 1 7，945 1 2乱982

":ij''''''''''i引 ;"iKI."....;.:.m 卜 ....~::.iH"""".+m.I"".. +;:~~i 
4I 5 I 14 I 29 I 35 I 38 I 125 

(路子)

間 1""""""''''''''i.I""""""""."}I"".""，，サ ;}I"""""':'H""'''''''''''~;+''''''''''''''''!~' 
計 |1，1501 1，8田 1 2，791 1 4，四11 6，1271 8，0101 2孔175

221 詑 j.""""":~~.+".. ，，，，;出 1"""...;.:.m"I""""""'~:;iH"""."t'~i:"1 ".，，+mi 
②中学校(人)
区分 1年 Z年 3坪 百十

国立 61 108 125 294 

(男干) 28 63 62 153 
-・・・・ 4・・・・・・"."，..，.."咽".."，.."...，・・".・・"，・・".・・1・・.・・・・・ 4・・・・・・・・ ...，..・.・...............

(女子) 33 45 63 141 

公立 21，478 32，985 37，339 91，802 

(努干} 10，952 16.829 19，714 47.495 
"・.".‘・町・ 4・・・・・・・・・ 4・・・・・・ -・・・".""・.・・・・・・・・・・"・

(女干) 10.526 16，156 17，625 44，307 

私立 851 1，223 1，272 3，346 

(!!l干) 395 581 1 571 1，547 
..，..，・."..句....句"句・"，.，...."."...".......，..・..，.，..，."."..""."・・1・・".・・・"・4・".・・".

{女干) 456 642 1 701 1，799 

E十 22，390 34，316 38，736 95.442 

(努子) 11，375 17.473 I 20ι347 49，195 
“・・・......‘・..........‘ ー'・・・・・・"・........・".・.

(女干) 11，015 16，843 I 18，389 46，247 

<参考3>学年別不登校児童生徒数のグラフ

(人)

50，000 

40，000 

30，000 

20，000 

10，000 

。

22，390 

38，736 

34，316一一一一一一一一

小学l年小学2年 小学3年 小学4年 小学5年 小学6年 中学1年 中学2年 中学3年(学年)

巨藍fkrrI 
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(5-4) 不畳校になったきっかけと考えられる故現

11'1学t盆 中学校 2十

臨分

•• 公立 私立 It 国立 公立 私立 It 国立 公立 砿立 2十

2人 402人 10人 414人 8人 1，478人 犯人 1，527人 8人 1.，由人 53 人 1，941 人
も、じめ

2.9 % 1.7 % 8.0 % 1.7 % 2.0首 1.6 % L3 % 1.6 % 2.2 % 1.6 % 1.5 % 1.6 % 

12人 2，676人 17人 2.705人 32人 14，647人 "9人 15，186人 44人 17，323人 "6人 17，893人
いじめを陣〈友人思関原告白f晶筒

17.6弘 11.2持 13.6 % 11.2桔 10.9 % 16.0 % 15.2 % 15.9 % 12.2弘 15.0弘 15.2 % 15.0 % 

3人 8四人 7人 893人 10人 1，417人 54 人 1.4且1人 13人 2.3四人 61 人 2，374人
鞍随員と白崎保をめぐ品開踏

4.1 % 3.1 % 5.6 % 3.7 % 3.4弘 1.5 '}も 1.6 % 1.6 % 3.6 % 2.0 % 1.8 % 2，0 % 

3人 1，707人 11人 1，721 人 24人 8，316人 460人 8.602人 27人 10，025人 471 人 10.523人

• 牢.町平揮
~ 

4.4 % 7.1 % 6.8 % 7.1 % 8.2 % 9.1 % 13.7 % 9.2 % 7.5 % 8.7 % 13.6 % 8.8 % に
保
る

。人 89人 3人 92人 14人 1，377人 "人 1，473人 14人 1，466人 "人 I，S65人4え
曳 進路にかかる不安

0.0 % 0.1 % 2.4 % 0.4 % 4.8 % 1.5 % 2.5 % 1.5 % 3.9 '}も 1.3 % 2.4 % 1.3弘

。人 35人 t人 犯人 5人 1，947人 76人 2，028人 S人 1，982人 77人 2田4人
?うプ謡曲+餌活動等への不通応

0.0 % 0.1 % 0.8 % 0.1 '}も 1.7 % 2.1 % 2.3 % 2.1 % 1.1 宅も 1.7 % 2.2 % 1.7 % 

。人 143人 。人 143人 。人 1，9日4人 31人 1，935人 。人 2，047人 31 人 2.078人
学悼の曹まり寄量的f品間四

。咽日 誌 0.6 % 。唱。% 0.6 % 0.0判 2.1誌 0.9 '}も 2.0 '}も 0.0弘 1.8 % 0.9 % 1.7 % 

。人 '50人 1人 '59人 6人 2，577人 173人 2，75缶入 6人 3，135人 174人 3，315人
λ事，転蝿入学.退峰崎町不適応

0.0 % 2.3 % 0.8 % 2.3 % 2.0 % 2.8 % 5.2 % 2.9 % 1.7 % 2.7 % 5.0 % 2.8 % 

3人 2.297人 12人 2，312人 21 人 4，207人 97人 4.325人 24人 6，504 人 叩E 人 6，637人
軍直司阜諸国境田急措4よ直f己

4.4 % 9.6 % 9.6 % 9.昌弘 7.1 % 4.6 % 2.9 % 4.5 % 6.6 % 5.6 % 3，1 % 5.5 ')。
家

n 9人 4，588人 20人 4，617人 34 人 7叩5人 関3人 8，412人 43人 12.573人 413人 13，029人に
B来 観干閲偶在的Cる問題
る

13.2 % 19.1 % 16.0 % 19，1 % 1l.6 % 8，'弘 11.7首 8.8 % 11.9 % 10，9弘 11.9誌 10.9 % << 
a 

2人 1，148人 5人 1，155人 14人 3，235人 141 人 3，390人 16 人 4.383人 14白人 4，545人
事直内町平相

2.9 ')も 1.日% 1.0 % '.8弘 '.8首 3.5 % 4.2 % 3.6 % 1.4% 3.8 % 4.2 % 3.8 % 

1人 2.308人 15人 2，324人 30人 6，662人 442人 7，134人 31 人 8.970人 457人 9，458人
鋼蛇による先席

1.5 % 9.6 % 12，0弘 9，6 % 10，2 % 7，3 % 13，2 % 7，5 % B.6弘 7.7弘 13.2 % 7.日時

。人 265人 。人 265人 1人 旬。769人 "人 9，798人 1人 10，034人 "人 10，063人
あそび・詐時

0.0 % し1% 0.0 % 1.1 % 0，3 % 10.6 % 0，8 % 10，3弘 0，3 % 8，7 % 0，8 % 8.4 % 

"人 "問自人 "人 5，565人 4B人 24.587人 413人 25，048人 61 人 30，126人 426人 30，613人
本 保.. 
人

19，1 % 23，1 % 10.4 % 23，0 % 16，3弘 26.8 % 12，3杭 26，2 % 16.9 % 26，0弘 12.3 % 25，6 % 
係

る
31 人 8，451 人 59人 8，541 人 "人 23，892人 1周辺人 25.040人 116人 32，343人 1，122人 33，561 人~ 

~ 平虫など情緒的理乱

45.6 'Jも 35.2 % 47.2 % 35.3 % 28.9 % 26.0 'Jも 3[.8 % 20.2悦 32.0 % 27.9 % 32.3 % 28.1 号も

5人 1.190人 1人 1.196人 "人 4.486人 101 人 4.605人 23人 5.676人 102人 5，801 人
意図的年拒否

7.4 % 5.0 % 0.8 % 4.9 % 6.1 % 4.9 % 3.0 % 4.8% 6.4弘 4.9 % 2.9 % 4.8 % 

上的2信3Lf抱U鏑否い気Jにま本よで人のるにgいR飼Rずわ』れ宕るにfら"も『a銑窓匿場
6人 1.263入 3人 1.272人 6人 4.496人 132人 4.634人 12人 5，759人 '"人 5.906人

8.8 % 5，3 % 2.4 % 5，3 % 2.0 % 4.9 % 3.9 % 4.9 % 3.3 '}。 5.0 % 3.9 % 4.9 % 

。人 1.305人 5人 1，310人 1人 1.360人 42人 1.403人 1人 2，665人 何人 2.713人
その抱

0.0 % 5，4弘 4.0 % 5.4 % 日.3'}も 1.5 % 1.3 草色 1.5 % 0.3写。 2.3 '}も 1.4 % 2.3持

2人 363人 3人 '"人 8人 1，3叫人 121人 1，527人 10人 1.781 人 124人 1，915人
不明

2.9 % 1.6弘 2.4 % 1.6 % 2，7 % 1.5 % 3，6 % 1.6 '}.古 2.8 % l司5弘 3，6 % 1.6 % 

{段"彼敵国管可とする.
【主主計パ セン予 別主町各区分における不畳絞.監集後鎗に討する割合.
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(5-5) 不登校児童生徒への指導結果状況

IR分
小学校 中学校 百十

人数(人) 構成比(同) 人数(人} 檎成比(%) 人数(人) 構成比(%)

国立 23 33.8 105 35.7 128 35.4 

指導の結果登校する又はできる
公立 7，877 32.8 27，336 29.8 35，213 30.4 

ようになった児童生徒 私立 52 41.6 1，027 30.7 1，079 31.1 

計 7，952 32.9 28，468 29.8 36，420 30.4 

国立 45 66.2 189 64.3 234 64.6 

公立 16，105 67.2 64，466 70.2 80，571 69.6 

指導中の児E量生徒
私立 2，319 73 58.4 69.3 2，392 68.9 

言十 16，223 67.1 66，974 70.2 83，197 69.6 

国立 16 23.5 60 20.4 76 21.0 

うち継続した登校には琵 公立 4，799 20.0 18，792 20.5 23，591 20.4 
らないものの好ましい変
化がみられるようになった 私立 22 17.6 531 15.9 553 15.9 
児童生徒

言十 4，837 20.0 19，383 20.3 24，220 20.2 
し一一一

(注)構成比は、各区分における不登校児2量生徒数!こ対する割合。
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(5-6) r指導の結果受校する又はできるようになった児章生徒」に特に効果のあった学校の措置

小学校 中学校 E十
区分

国立 公立 私立 E十 圏立 公立 私立 E十 国立 公立 私立 合計

て会不Iを畳研通紋修じの会て問全や題事紋に例師つ研のい究共
8校 2，418校 19校 2，445校 S校 3，449 !主 89校 3.547校 17校 5.867校 1081主 5.992校

週理解を囲った。 21.1帖 25.0 % 23.2 % 25.0 % 13.0特 42.1 % 15.1 % 40.1 % 15.9帖 32.8 ~も 16.0 % 32.1 同

全生すでて徒る繍のなに導教ど触に師しれてあが合学た当い校っ該をた全児多.体童〈

7校 2.270校 19校 2.296校 10 Iま 3.297校 102校 3，409技 17校 5.567校 121校
5.705校%1 

18.4同 23.5 % 23.2 ~も 23.5特 14.5崎 40.2同 17.3 % 38.5拍 15.9 % 31.2 % 18.0 % 30.6 

教専育門相的談に担緒当導のに絵あ師たっが
Z校 1.086 !立 8校 1.096校 9校 2.111技 71校 2.191校 11校 3.197 !主 79校 3.287校

I::'~ 5.3帖 11.2 ~色 9.8 % 11.2 % 13.0同 25.8同 12.0 ，色 24.7帖 10.3 ~色 17.9 % 11.7同 17.6 % 

5校 1.516校 14校 1.535校 12校 2.525校 105校 2.642 !主 17校 4.041校 119校 4.177校
聾援場紋に織あがた専っ門町こ抱

川戸. 

13.2拍 15.7 % 17.1 % 15.7 % 17，4判 30.8 % 17.8 ~も 29.8 % 15.9 % 22.6 % 17.7同 22.4 ~色

学幼 スク レ号た的カっウにたン箔.セ迫撃ラにーあ等
9校 2.337校 22校 2.368校 27校 4.805校 254校 5.086 !主 36校 7.142校 276 jj: 7.454校

の山で が理一事PJ 

23.7 % 24.2 ~色 26.8帖 24.2拍 39.1拍 58.6写6 43.0 % 57.4 .色 33.6同 40.0帖 41.0 % 40.0 % 
j旨
噂
の 5校 2.006校 18校 2.029校 12校 3.081 !立 129校 3.222校 17校 5.087技 147校 5.251 !史
改 友人関係を改警告するた

務 めの指導を行った.

工 13.2 % 20.7 % 22.0 % 20.7崎 17.4帖 37.6 % 21.8 .色 36.4帖 15.9帖 28.5 % 21.8 % 28.2帖
夫

紋す師るなとをのど改。触善教れ師し合たとい.のを期多係〈
8校 2.357校 21校 2.386校 12校 3，491校 149校 3.652校 20校 5.848校 170校 6.038校

21.1 .色 24.4 写色 25.6同 24.4 % 17.4帖 42.6 % 25.2 .も 41.3同 18.7同 32.7帖 25.3 % 32.4 % 

のる控よ指集う導方にな法すどのるi改Eヱ裳務夫が。を留わ行別かつ
1校 1.410校 9 !虫 1，420校 8技 1.866校 70校 1.944 I立 9 I立 3.276技 79校 3.364校

」日'‘ 2.6 % 14.6帖 11.0 % 14.5帖 11.6同 22.8 % 11.8 % 22.0 % 8.4 .色 18.3 % 11.7 .色 18.0 % 

機々な本活人動がの意湖欲面を待につお
いて

6校 2.354技 15校 2.375校 17枝 2.834校 85 I主 2.936校 23校 5.188校 1∞校 5.311校

て活動できる塙を周盤し
た. 15.8帖 24.3 ~色 18.3 % 24.3帖 24.6崎 34.6 % 14.4 % 33.2拍 21.5 % 29.0 % 14.9 % 28.5 .色

保健軍等特別の場所に 7栓 2.316校 18校 2.341校 21校 4.286校 204技 4.511校 28校 6.602校 222校 6.852校
畳紋させて指導にあ
たった. 18.4帖 24.0 .色 22.0令色 23.9 % 30.4 % 52.3 令色 34.5同 51.0 .色 26.2同 37.0 .色 33.0帖 36.8 ~色

畳校を促すため.行電〈話な
10校 3，421枝 32校 3，463 I虫 24校 5.316校 235校 5.575校 34 !主 8.737校 267校 9.038校

をかけたり迎えに
どした. 26.3帖 35.4同 39.0 % 35.4同 34.8拍 64.9帖 39.8 % 63.0 % 31.8 % 48.9 % 39.7 .も 48.5 % 

庭家

ヘ

るや家な生鹿ど活甜様函聞々でをなの行搭掴い埠.臨学・に1ft業乗助
7校 2.939校 15校 2.961校 21 1主 5.576校 178校 5.775校 28校 8.515校 193校 8.736校

の
働
き を行ったー 18.4 .色 30.4 号色 18.3同 30.3 ~も 30.4 ~色 68.1 % 30.1 % 65.2拍 26.2 % 47.7 ~色 28.7同 46.9帖
か
{す

9校 2.756校 22校 2.787校 18校 4.139 I史 212校 4.369校 27校 6.895校 234校 7.156校
て保活.誼家の者銭改の関替協係を力匝やをっ箆求た盟め. 主主

23.7帖 28.5同 26.8 .色 28.5 % 26.1時 50.5 % 35.9 ，色 49.4同 25.2同 38.6同 34.8 .色 38.4崎

{由 教姻務闘手機i!Jiセンター等の 7校 1.594枝 101士 1.611校 11技 2.735校 54枝 2.800校 18校 4.329校 64校 4.411 !立

の 関と逐鍛してお

{鍵 謙にあたった. 18.4帖
関

16.5 % 12.2 % 16.5 % 15.9帖 33.4帖 9.1 % 31.6 % 16.8 % 24.2 .も 9.5 % 23.7制

と
の

自続隠協して等指の務医に療あ機た関っとたi産. 
3 !主 796校 3校 802技 10校 1.570校 96 !士 1.676校 13校 2.366校 99校 2，478枚

速

自信
7.9 号色 8.2 % 3.7 号色 8.2拍 14.5 % 19.2特 16.2拍 18.9 % 12.1 % 13.2帖 14.7 ，も 13.3帖

0校 239校 1技 240校 3 !~ 409 !主 23校 435校 3校 648校 24校 675校
その他

日。O怖 2.5 号色 1.2今6 2.5帖 4.3帖 E日明 3.9 % 4.9同 2.8怖 3.6 % 3.6 1}も 3.6 " 

38校 9.668技 82 I宣
不畳枚見童生徒在11学級数

9.788校 69校 8.193 1主 591校 8.853技 107技 17.861校 673 Iま18.641校

100.0同 100.0 草色 100.0 事告 100.0 q.色 100.0 ちも 100.0 唱も 100.0 ，色 100.0 号由 100.0 耳告 100β 特 100.0 % 100.0拍

o主1)複数回笹可とする。
(注2)パーセンチージは各区分における不畳校児童生徒主籍増税数に対する劉合。
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(5-7)相談・指導等を受けた学校内外の機関等及び指導要録上出席t泣いとした児童生徒数、通学定期乗車券税度目頭用を受けた児童生徒数

①小・中学校

小学校 中学校

学校内外の機関等での相践ー抱尋等を珪けた人数 学校肉外の機関等での招践・指導等苦虫けた人数

区分

うい線とちJ上っのたr出i循骨人席盤迫数撃扱を要 いとう録Jちっ上のた出r猪学"席Z2段事2ta袈数を員う長率ち閑温券人学制数定度期適 うい録とち』よっのたr出禍m人席援記ま事彼まを要 いうと録ちJっよのた「出学指!館席校埠館扱要敵を殺う事ち用遜券人有鶴罪数定皮期渇

隠立 3 1 。 29 25 " 。
①教(適育応支指綴毒事セ教ン2ター

公立 2，639 1. 854 1. 473 36 11. 535 9，814 4，165 318 

~) 私立 7 1 。 97 45 31 3 

E十 2.649 1. 056 1. 475 30 11. 661 9.944 
4町'" '" 

国立 4 2 2 。 " 6 6 。
②除等教教く育委員会且官び教の機育セン①タ一を

公立 2.907 874 665 i3 4，632 2.192 1.002 33 

宵妥員会所 関( 私立 6 。 。 。 73 17 " ) 

百十 2，917 876 667 13 4.716 2，215 1.022 34 

国立 5 。 5 。
公立 1，826 '" '18 3，769 "5 577 3 

③児童相談所・摺祉事務所 私立 4 。 。 。 53 2 2 。
E十 1. 935 '70 '" 3.827 '" 500 3 

国立 。 。 。 。 4 4 。
④ター保健所，精神保健福祉セン

公立 '10 " " 
。 300 40 34 。

私立 。 。 。 。 13 1 。

学校外
!t '" 14 " 

。 317 45 36 。
国立 15 。 。 。 47 。
公立 2，869 '" '10 6.46B 540 355 4 

⑤病続ι 診療所 私立 " 
。 771 " " 

百十 2.89B '" '" 7，286 565 '" 5 

国立 。 。 。 4 2 2 。
公立 640 ". 174 " 1，286 045 '" 67 

⑥民間団体ι民間施設 私立 g 2 2 。 105 " 18 2 

Z十 650 '" 176 " 1，395 .71 519 " 
図立 3 。 。 。 。 。 。
公立 "6 " 60 2 1. 222 '" '" 8 

⑦上記以外の機関等 私立 。 。 。 30 。 。 。
百十 530 " 60 2 1，253 '" '" 8 

国立 " 3 3 。 93 37 " 
。

( 1 )上記号車①等~⑦受た学のけ機た校者関実等での栂数
公立 9，272 3，150 2φ307 68 25，910 13.563 5，238 413 

i員・摘 を の突入 私立 30 4 4 。 1.055 104 68 7 
(措霞をとっ 数)

官十 9，332 3，157 2，314 GO 27.059 13.704 5，327 4" 

箇立 17 " 
4を~l受霊iけ童教た諭人に数よる専門的な指導

公立 5.636 17.933 

私立 37 687 

古十 5，690 18，719 

医立 39 173 

校学内
⑨員スウールカウンセラ一、格を談畳 公立 9，741 34.279 

などによる専門的な相続 私立 57 1，742 
けた人数

百十 9.837 36.194 

国立 " '" 
(2)よ記受⑤け、た⑨者にのよる抱数麟・

公立 12.601 43.965 

指導等を 実人 私立 74 2，026 

!t 12.720 46.204 

臨立 17 39 

(3)指上導等記①音受~⑦け，て⑤。@による相
公立 5.681 28.110 

談・ いない人数 私立 34 711 

百十 5，732 28，1160 

。生)①~⑨については筏散図書であり、 (1)、{目、 (3)は翼散.
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②合計

話分

①教(趨育応支指援噂セ教ン室タ)ー

4育2霊教育員量会員所会及び教関育①センタ一等教
管の機 { 音除<>

③児童椅談所・認祉繁務所

@保健所，精神障健槌祉センター

学校

件

⑤病院I 診療所

⑥民間個体，民間施段

⑦上記以外田機関等

指と(1導っ}上等た学記を①校畳実山け岳た数者}町機関簿での相措餓・の奨人数{ 置を

@け聾たi人E教数鮪による専門的な指噂を畳

学校 ⑨どスクールカ的ウンセ政ラ一、相談員人な
による専門主抱を畳けた数

内

(2)上記た⑧者の、⑨実による格践・鏑導
等を受け 人数

(3)上記①~⑦，⑧.⑨による相談・
指導等を畳けていない人散

関立

公立

私立

言十

国立

公立

私立

百十

国立

公立

私立

百十

園立

公立

私立

百十

陸立

公立

私立

官十

国立

公立

私立

計

関立

公立

私立

百十

題立

公立

私立

百十

園立

公立

私立

言十

頭立

公立

私立

百十

国立

公立

私立

百十

国立

0.主)①~⑨については筏散図書であり、 (1)、 (2)、(3)は実数.

104 ! 

7，539 1 

7，633 

to 

5，595 

1171 
35，1821 

23悶[

叫位。|
1，7ω| 

56，566 

2，1凹|

'" 
33.7喝"

"引

2十

学校内外の機関等での相政・指導等を受けた人数 (A)

不徒畳校児童生
散における
(A)由割合
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，..覧

12.2.唱

'.0諸

12.0% 

4.1S 

6.5% 

2.'覧

6.4'山

2.8'諸

4.8% 

1.6% 

4.7" 

1.1冒

0.5% 

0.4% 

0.5% 

11.1% 

8.1';. 

22.6!> 

8.5% 

1.4% 

1.7% 

，.，お

1.7% 

1.1% 

1.51福

0.9% 

1.5% 

32.3毛

30，4毘

31.7" 

30.4% 

32.0完

2且"
2臥"
20.4覧

58.6% 

38.0% 

51.8% 

38.5% 

71.3百

48.9% 

60.5% 

49.3詫

15.5覧

29.2お

21.5% 

う出をち席とっ滋「指たい人蒋Jの数要摘録(B債上) 

11 ，728 I 

3，066 

1.164 

$‘ 

802 

281 

841 I 
26 

ωi 

16.7131 
1ω| 

(B)/(A) 出うを席ちと汲『っ;い首た導J学要の技2儲2数置よ

81.3潟 17 

'"覧 5，638 

44.2昆 " 
8 Z.5~馬 5，687 

53.3気 a 

40.7覧 1，667 

21.5% 14 

40.5弘 1，699 

20.01; 2 

20.8% 7昭5

3.5% 2 

20.6覧 798 

100.0覧

9.510 46 

7.7% 

10.1% 48 

1.6% 

0.'覧 '65 

3.6% 17 

8.2" "れ3

40.0% 2 

43.7誌 673 

22.8諸 20 

42.5% 98' 

00包 。
18.Hi 208 

0.0% 。
17.8見 "8 

34.2'出 24 

47.5% 7，545 

9.'出 72 

46.3省 7，641 

う券ち制通度学窓定沼期人衆数車

。
354 

3 

357 

。
45 

47 

。
4 

。
4 

。
。
。
。
。l
5 

1 

G 

。
86' 
2 

aa 

。
to 

。
to 

。
481 

7 
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(5-8) 学校外の機関等で栢談・指導等を受け，指導要録上出席扱いとした児童生徒数(人)

国立 公立 私立 百十

小学校 3 3，150 4 3，157 

中学校 37 13，563 104 13，704 

計 40 16，713 108 16，861 

(5-9) 自宅におけるIT等を活用した学習活動を指導要録上出席扱いとした児童生徒数(人)

国立 公立 私立 ム
I
a
z
開

小 刊 ---------------:1-一一一 →! …………-j卜-
中学H -;}--------------------;~~l-----------------------:;f 
計「す-I-----------------------~i_一一- 121 … -------:H 

O.i)※の4聞は、自宅におけるIT等を活用した学習活動を指導袈録上出席扱いとした児童生徒
のうち、学校外の機関等で相談・指導等を受けた回数についても指導菱銀上出席扱いを
受け、 f5一日学校外の機関等で栂談・指導等を受け、指導軍慰霊上出席扱いとした兇Z量生徒
数JIこも計上されている児童生徒数。
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(5ー10) 不登校の状態が前年度から継続している児童生徒数

区分

仏)平成25年虚不畳校児童数(人)

区分

(A)平成25年度不畳校児蜜数(人}

盆主
区分

(A)平成25年度不畳技児童数{人)

区分

(A)平成25年度不畳校生徒数(人]

[臥立]

区分

(A)平成25年度不畳校生徒数(人)

箆分
(A)平成25年度不器校生徒紋{人]

(8)うち24年度から継続{人)

比車(B/AX100)(同)

(8)うち24年度から縦続(人}

比率(8/Ax100)(%) 

(8)うち24年置から継続(人)

比率(臼IAx100)(同)

(闘うち24年度から継続[人)

比串(B/Ax10ω(%) 

(8)うち24年度から継続(人)

比率(B/AX100)(同)

旧)うち24年度から継続(人)

比率(B/AX100)(同)

(8)うち24年度から継続(人)

比率(8/Ax100)(同}

(8)うち24年度から継続(人}

比串(8/AX100)(同}
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(5-11) 教育委員会が設霞するf教育支援センヲー(適応指導教室)Jの状況

指導員数

区分 機関数(箇所) 常勤 非常勤 百十

人数(人] 割合(%) 人数(人] 割合(%) 人数(人) 割合何1>)

都道府県が設置
24年度 27 58 50.9 56 49.1 114 100.0 

25年鹿 36 47 28.8 116 71.2 163 100.0 

市町村が設置
24年度 1，279 1，141 25.3 3，368 74.7 4，509 100.0 

25年度 1，250 1，132 26.6 3，127 73.4 4，259 100.0 

百十
24年度 1，306 1，199 25.9 3，424 74.1 4，623 100.0 

25年度 1，286 1，179 26.7 3.243 73.3 4.422 100.0 
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(5-12) 都道府県別不受校児愛生徒数(圏公私立)

小学校 中学校

都道府県 1，000人当たりの 1，000人当たりの 百十
不畳校児童数

不畳校児童数
不畳校生徒数

不愛校生徒数

1 1;' 海 i草 772 3.0 3.280 23.6 4.052 

2青 森 県 197 2.9 985 25.6 1. 182 

3岩 手 県 154 2.3 723 19.7 877 

4宮 械 県 490 4.0 2.070 31. 7 2.560 

5秋 回 県 104 2.2 559 20. 6 663 

6山 百五 県 166 2.8 735 22.8 901 

7 111 島 県 229 2.3 1. 410 24‘5 1.639 

8茨 城 県 562 3.5 2.303 26.9 2.865 

9栂 木 県 361 3.3 1.675 29.7 2.036 

10 Z手 蝿 県 308 2.8 1.435 24.5 1.743 

11 埼 五 県 917 2.4 4.513 23.0 5.430 

12 千 事昆 県 1.086 3.3 3.983 24.0 5.069 

13 東 京 部 2.407 4.1 8.181 25.9 10.588 

14 神 奈 111 県 2.198 4. 7 7. 151 29.9 9.349 

15 新 潟 県 407 3.4 1.698 26.0 2.105 

16 富 山 県 193 3.4 647 21.3 840 

17 石 111 県 252 4.0 936 27. 7 1.188 

18 1. 持 県 2.6 21. 0 615 
ト

114 501 
19 山 梨 県 133 2.9 738 29.8 871 

20 長 野 県 3.8 26. 7 2.130 
卜

452 1. 678 
21 蟻 阜 県 541 4. 7 1. 796 29‘。 2.337 

22 静 岡 県 4.4 28.8 3.961 
ト

888 3.073 
23 震 知 県 1.919 4.6 6.605 29.8 8.524 

24 重 県 490 4.9 1.371 25.4 1.861 

25 滋 貿 県 4.2 25.8 1.472 
ト

355 1.117 
26 京 部 府 412 3. 1 1. 904 26.2 2.316 

27 大 阪 府 4.0 31. 6 9.882 
ト

1.874 8.008 
28 兵 庫 県 827 2. 7 4.231 26. 1 5.058 

29 来 良 県 5.0 30.8 1.653 
ト

373 1.280 
30 和 敵 山 県 254 5.0 864 29.6 1. 118 

31 関 取 県 130 4.2 380 23.1 510 

32 島 1& 県 ι1 31. 3 782 173 609 
33 問 山 県 454 4‘3 1.403 24.8 1.857 

34 広 島 県 4.2 24.6 2.629 644 1.985 
35 山 ロ 県 211 2.9 909 23.5 1.120 

36 箆 島 県 2.7 25.5 643 105 538 
37 香 111 県 141 2. 6 829 28.8 970 

38 愛 媛 県 2.3 22.4 1.062 166 896 
39 ;l!; 知 県 180 4.9 622 31. 3 802 

40 4高 岡 県 3.5 29.3 5.134 958 4.176 
41 佐 賀 県 131 2. 7 669 24. 7 800 

42 長 埼 県 184 2.4 1.034 24. 7 1.218 

43 熊 * 県 250 2.5 1白165 22.3 1.415 

44 大 分 県 226 3.7 1.023 31.7 1.249 

45 宮 崎 県 134 2.2 880 26.5 1.014 

46 鹿 克 島 県 237 2.6 1. 335 27.4 1.572 

47 沖 f屯 県 4.2 30.4 1.955 416 1.539 
合 Z十 24.175 3.6 95.442 26.9 119ω617 

i平成 24 年度| 1
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6.高等学校の不登校

(6-1 )高等学校における理由別長期欠席者数

在籍者数
不畳校 経清的理由

理由別長期究席者数

病3託 その他 百十

41 。 30 72 
悶立 9，966 

0.41詰 0.00見 0.30拓 0.01% 0.72% 

43，179 1，985 8，291 11，042 64，497 
公立 2，293，026 

2.81% 1.86% 0.09% 0.36% 0.48詫

12，435 296 4.473 2，192 19，396 
私立 1.021，180 

1.22% 0.03% 0.44% 0.21覧

55.655 2，281 12.794 13.235 832I9日65 Z十 3，324，772 
1.67% 0.07% 0.38% 0.40完

(珪1)年度聞に連続，，1ま断続して30日以上虫席した生能のうち不畳校を理践とする者について翻置。不登校とは、開らかの心理的、情緒的、身体的、
あるいは社会的聾図・背景により.児童生徒出畳校しないあるいはした〈ともできない状況にあること(ただし、構艶や経詩的現窓によるものを除

く。}をいう.

0:主2)在籍者数1;1:.平成25年5Fl18現在.

く参考1> 高等学校における理由別長期欠席者数の捻移(国公私立)
理由耳IJ長期欠席者数

不登校 経済的理由 病気 その他 E十

(A)在籍者数
(8) (8) (8) (8) (8) 

年底 車徒数 生徒蝕 生徒数 生桂散 生徒数
(人}

増誠事 i盟主草取 i曽滋率 増減E経 i曽誠串
{軸) (%) (特) (軸) (同)

カッコ向 カッコ向 カッコ向 カッコ向 カッコ内

(B/AX 100) (B/AX100) (B/AX 100) (B/AX100) {日IAx100) 
(同) (回) (同) (同) (帖}

16年度 3.711，062 67，500 4，459 15，811 22，517 110，287 

(1.82) (0.12) (0.43) (0.61) (2.97) 

17年度 3，596，820 
59，680 

A 11.6 
4.078 

A 8.5 
16，170 

2.3 
27，754 

23.3 
107，682 

A 2.4 
(1.66) (0.11) (0.45) (0.77) (2，99) 

18年度 3，489，545 
57，544 

A 3.6 
3，755 

A 7.9 
17，194 

6，3 
28，122 

1.3 
106，615 

A 1.0 
(1.65) (0.11) (0.49) (0.81) (3.06) 

19年度 3，403，076 
53，041 

A 7，8 
3，396 

A 9.6 
16，658 

A 3.1 
27，043 

A 3，8 
100，138 

A 6.1 
(1.56) (0.10) (0.49) (0.79) (2.94) 

20年度 3，365，558 
53，024 

A 0.0 
2，736 

A 19.4 
15，254 

A 8.4 
23，584 

A 12.8 
94，598 

A 5.5 
(1.58) ω08) (0.45) (0，70) (2，81) 

21年度 3，346，981 
51，728 

A 2.4 2，628 
A 3.9 

13，666 
A 10.4 

16，316 
企 30.8

84，338 
A 10.8 

(1.55) (0.08) (0，41) (0.49) (2.52) 

22年度 3，364，983 
55，776 

7，8 
2，278 

企 13.3
14，010 

2.5 
15，724 

A 3，6 
87，788 

4，1 
(1.66) (0.07) (0.42) (0.47) (2.61) 

23年度 3，351，367 
56，361 1.0 2，464 8，2 

13，277 
A 5.2 

14，424 
A 8.3 

86，526 
A 1.4 

(1.68) (0.07) (0.40) (0.43) (2，58) 

24年度 3，359，424 
57，664 

2.3 
2，405 

A 2.4 12，457 A 6.2 
13，357 

A 7.4 
85，883 

A 0，7 
(1.72) (0.07) (0.37) (0，40) (2.56) 

25年度 3，324，772 
55，655 A 3.5 2，281 

A 5.2 
12，794 

2.7 
13，235 

A 0.9 
83，965 

A 2.2 
(1.67) (0，07) (0.38) (0.40) (2.53) 

く参考2> 不登校生徒数の推移

70(f日人日1O 67，500 己己主語語[人7 1.85 (%) 
一+ー生桂の割合(同)

59.680 
57.544 57，664 1.80 

60，000 55.776 56，361 55，655 
53，041 53，024 51.728 1.75 

50，000 
1.70 

40，000 1.65 

30，000 1日o

20，000 
1.55 

1.50 

10，000 
1.45 

G 1.40 
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

国公私立|
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(6-2) 不登校生徒の在籍学校数

30日以上の欠席者

区 分
学校総数

不畳校生徒在(A) (校)
籍学校数(8)

比率(同)

(校)
(日IAx100) 

全日制 19 13 68守4

題立 定時制 。 。 。。
合計 19 13 68.4 

全日制 3，506 3，012 85，9 

公立 定時期l 639 516 80，8 

合計 4，145 3，528 85.1 

全日常IJ 1，332 1，030 77.3 

私立 定時申IJ 30 9 30.0 

合計 1，362 1，039 76.3 

全日制 4，857 4，055 83，5 

計 定時制 669 525 78，5 

合計 5，526 4.580 82.9 
，~司、回虫'*刷、岨...，..... L>...::.lU暗証.古，占 門止，1 .::.n:r.&.時ぜ』ヲ~..t... 7..!.J，.， .. ~企 F号ム円+虫、"' ~ 

計上し、学校基本銅笈の数値と一致しない。

(6-3)課程・学年別不登校生徒数

①【国立】 (人)

全日制 定時制 百十

不登校生徒数! (%) 不畳校生徒数i (%) 不登校生徒数i (%) 
1年生 16 0，5 。 0.0 16 0，5 

2年生 13 0.4 。 。。 13 0.4 

3年生 11 0.4 。 。。 11 0.4 

4年生 。 。。 。 。。
単位制 0.1 。 0.0 0，1 

百十 41 1 0.4 01 。。 0.4 

②[公立] (人)
全日制 定持制 E十

不畳校生徒数 j (%) 不畳校生徒数! (%) 不登校生徒数| (%) 

1年生 8，593 1.3 1，571 14.2 10，1641 1，6 

2年生 7，354 1.2 888 10，0 8，242 1.3 

3年生 4，762 0，8 662 10.4 5，644 0.9 

4年生 590 8.1 590 8.1 

単位制 4，532 1.5 14，007 20.6 18，539 1 5，0 

百十 25，261 1 1.2 17，918 1 17.3 43，179L 1.空

③【私立】 (人)
全日制 定時制 百十

不畳校生徒数| (%) 不畳校生徒数 (%) 不登校生徒数 i (同)
1年生 4，737 1.4 9 1.9 4，746 1.4 

2年生 4，026 1.2 6 1.2 4，032 1.2 

3年生 2，671 0.8 5 1.1 2，876 0.8 

4年生 。 。。 。 。。
単位制 906 7.1 73 4，7 981 6.9 

百十 12，342 1.2 3.0 12.435 1 1.2 
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④【合計 (人)
全日申l 定時制 計

不畳校生徒数| (%) 不畳校生徒数| {帖) 不畳校生徒数| (判)

1年生 13，346 1.3 1，580 13.7 14，926 1.5 
2年生 11，393 1.2 894 9，5 12，287 1.2 

3年生 7，464 0.8 867 9，9 8，331 0，9 

4年生 590 7.9 590 7.9 

単位制 5.441 1.7 14，080 20.3 19，521 5.0 

計 37，644 I 1.2 18，011 I 16.9 55，655 I 1.7 

0.宝)(帖}は、金生徒数に占める不登校生徒数の劉音。

く参考3>学年別不登校生徒数のグラフ

(人l
25，000 

19.521 
20，000 

14，926 
15，000 

10，000 

5，000 
590 。

1年生 2年生 3年生 4年生
単位制!a額公私立!

66 



(6-4) 不登校生徒のうち中途退学・涼級留霞になった生徒数
(人)

樹立 公立 私立 百十

平畳校生徒数(A) 41 43，179 12，435 55，655 

中途退学
不畳校生徒のうち中途退学に

6 13，015 3.433 16，454 
至った者(日)

(B)/(A)(日} 30.1 27.6 29.6 

不畳校生徒数(A) 41 43，179 12，435 55，655 

原級園罷
平畳校生徒のうち原級留置に

9 3，962 808 4，779 
なった者(B)

(B)/(A)(特) 22.0 9.2 6.5 8.6 

(6-5) 不登校状態が前年度から継続している生徒数

①【国立]

1年生 2年生 3年生 4年生 単位制

16 13 11 。
11 4 9 。

比率{白/Axl叩)(%) I 68.8 30.8 81.8 。。

②【公立]

1年生 2年生 3年生 4年生 単位純 計

10，164 8.242 5，644 590 18，539 43，179 

2.374 2，638 2，402 409 9，486 17，309 

比率(B/AX100)(附 | 23.4 32.0 42.6 69.3 51.2 40.1 

1年生 2年生 3年生 4年生 単位制 E十

4，746 4，032 2.676 。 981 12，435 

1.903 1，885 1，438 。 612 5，838 

比率{厨/AX100)(同) I 40.1 46.8 53.7 。。 62.4 46.9 

1年生 2年生 3年生 4年生 単位和l 計

(A)平成25年度不畳校生徒数{人} 14，926 12，287 8，331 590 19，521 55，655 

(白)うち24年度から継続{人} 4，288 4，527 3，849 409 10.099 23，172 

比率(隠/Ax100)作') 28.7 36.8 46.2 69.3 51.7 41.6 
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(6-6)不畳校になったきっかけと考えられる扶，克

G草分
全日制 定審命総 合計

人数 摘成比作品} 人敏 構陪比{拘} 人" 構成比作品}

関立 。 0.0 c 。。 。 。。

いじめ
公立 間喝 0.' 21 0.2 '" 0.3 

私立 .. 0.' 
" 

45 04 

S十 ''" 0.' 28 0.2 '" 0.3 

関立 2.4 。 00 " 
いじめを除〈友人関係をめぐる問題

公立 2.633 10.4 960 5.' 3.593 '.3 

"立 1，22.5 " 
1 L' U26 9.9 

E十 3.859 10.3 961 5.3 4，620 '.1 

図立 。 。。 。 。。 ロ 。。

教鞍員との隠慌をめぐる問題
公立 102 0.1 " 0> 23陥 0.5 

私立 109 0.9 。 。。 10附 0.9 

It 291 0.' " 0.3 945 0.6 

隠立 4 •• 。 。。 4 9.' 

学 学薬の不鼠
公立 2，532 10.0 .12 '.5 日“ 1.1 

" 1自立 091 '.1 u 092 '.1 

It 3.367 '.9 ." '.5 4.1110 1.5 
係

る 関立 2.4 。 0.0 2.' 

" 追随にかかる不安
公立 1，256 5.0 242 1.4 1，5応。 3.5 

渓 私立 ." 3，1 。 目。 ." 3，1 

It 1.716 '.6 出 1.3 1，9悶 3.5 

国立 2.4 。 0.0 2，' 

クラブ活動ー部活動等への不適応
公立 '" L' .. 0.3 52ドa L2 

私立 26~ 2，1 。 0.0 265 2.1 

It lOS 2.0 .. 0.3 7円" L' 

国立 。 。。 。 。。 。 0.0 

培技白書まり等をめぐる問問
公立 '01 2.' '" LO 79向 L8 

私立 31. 2.0 1.1 31. " Z十 位5 2，5 114 LO 1畑 2.0 

自立 。 0.0 。 。。 。 00 

入学，転縄入学‘温絹時の不適応
公立 1.549 6.1 910 3.5 2.166 5.0 

弘立 。" 5.2 ‘ '.3 '" 5.2 

It 2，192 5.' "3 3.5 2.615 5.1 

羽立 。 00 。 0，0 。 。。

京庭回生活.. 唱の急措主寵化
公立 110 2.' ". 3.0 1，25同 2.9 

私立 3" 2.1 5 5. 四 2.1 

可思 2十 1.043 2.' "9 30 1.592 2.9 

底 図立 3 1.3 。 0.0 3 1.3 

" 公立 1，4117 5.9 49' 
，. 1，雷同2 '.6 

係 観干鯛保をめぐる間賠

る 私立 649 " 
4 

" 653 5，3 

状 2十 2，139 5.1 .99 2.' 2.(;38 '，1 

'" 関!I. 2 '9 。 0.0 2 " 
軍底向田平和

公立 "0 " 31' L' 9" 2.1 

"立 324 2' 2.2 32. 2.6 

2十 0" 2.5 31l L' 1，252 2.2 

図立 7 17.1 。 00 7 17.1 

病気による虫席
公立 2肘4 '.1 85. •• 2，902 6.1 

私立 1，450 11.7 7 1.5 1，457 11.7 

2十 3.501 .. 065 ..• 4.366 1.' 

図立 。 。。 。 ••• 。 。。

あそび・非行
公立 2，412 0.' 3.560 19.9 6β3陪 14.0 

私立 llG 63 11 11.8 791 0.3 

It 3.248 .， 3，571 19.11 6息19 12.3 

回!I. 9 22.0 。 00 9 22.0 

本 篠宮武力
公立 7，706 30.5 6.285 35-1 "悶1 32-4 

人 私立 2.842 23.0 30 41.9 2.881 23.2 

。展
!t 10.557 28.0 &，324 35.1 16息91 30.3 

る 図立 10 43.9 。 。。 10 43.0 

状
不安など情緒的理乱

公立 4.353 17.2 1.988 11.1 6，341 14.7 

5号 私立 2.800 22.7 " 
Hl.1 2，815 22.6 

2十 7，171 19.0 2，003 11.1 9.174 16.5 

悶立 2，' 。 0，0 2，4 

窓図的な拒百
公立 1.258 50 1，175 6.' 2，433 5，0 

払立 '" '，1 3 '2 '82 '.1 

a十 1悶 4，4 1，178 05 2.816 5.1 

国立 1 2.4 。 00 ?弘 2，' 

よ3ま犯でfの病い気ずに4よ.，る二も欠る該席f当A幼Uし、なら「い窓図本的人なに倍関否わ3 公立 oll 2.1 1，16冒 '.5 1.1146 4.3 

私立 508 4.1 s 5.4 5" 4，1 

2十 1，166 '.2 1.174 6.5 2.360 4.2 

図!I. 。 。 0.0 。 0.0 

その他
公立 282 '" 

日 '" 2.' 

私立 194 。 0.0 194 1.0 

Z十 416 L' 7H " 1.187 2.1 

開立 4 '0 。 0.0 4 含8

ネ観
公立 '" 15 601 a。 1，072 2.5 

私立 '"' 3.l 。 0.0 '" '.1 

2十 .49 2.2 091 " 1，537 2.' 

{注1)線数悶答官官とする.

G主2)械成比lま.各区分における不登絞生徒数に対する納会.
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(6-7) 不登校生徒への指導結果状況

'-'ノー」ード司".・， ，唱_....J'I'"J 

全日制 定時制

区分 うち、単位制 うち、単位制

人数 構成比(%) 人数 構成比(%) 人数 構成比(%) 人数 構成比(%)

国立 16 39.0 。。。 。 。。 。 。。

公立 8，673 34.3 1，291 28.5 5，144 28.7 3，646 26.0 

指導の結果愛校する又
はできるようになった生徒

私立 5，179 42.0 328 36.1 44 47.3 34 46.6 

言十 13，868 36.8 1，619 29.8 5，188 28.8 3，680 

国立 25 61.0 100.0 。。。 。 。。

公立 16，588 65.7 3，241 71.5 12，774 71.3 10，361 74.0 

指毒事中の生徒

私立 7，163 58.0 580 63.9 49 52.7 39 53.4 

計 23，776 63.2 3，822 70.2 12，823 71.2 10，400 73.9 

国立 3 7.3 100.0 。 0.0 。。。

うち継続した登校
公立 2，449 9.7 486 10.7 1，962 10.9 1，625 11.6 

には至らないもの
の好ましい変化が
みられるように

私立 1.308 10.6 181 19.9 8 8.6 8 11.0 なった生徒

言十 3，760 10.0 668 12.3 1，970 10.9 1，633 11.6 

(j主)構成比は、各区分における不登校生徒数に対する割合。
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②合計
言十

区分 うち、単位制

人数 構成比(%) 人数 構成比例)

国立 16 39.0 。 0.0 

公立 13，817 32.0 4，937 26.6 

指導の結果受校する又
はできるようになった生徒

私立 5，223 42.0 362 36.9 

言十 19，056 34.2 5，299 27.1 

E盟主 25 61.0 100.0 

公立 29，362 68.0 13，602 73.4 

指毒事中の生徒

私立 7，212 58.0 619 63.1 

計 36，599 65.8 14，222 72.9 

国立 3 7.3 100.0 

うち継続した受校 公立 4，411 10.2 2，111 11.4 
には至らないもの
の好ましい変化が
みられるように

私立 1，316 10.6 189 19.3 なった生徒

言十 5，730 10.3 2，301 11.8 

(1主)檎成比は、各区分における不登校生徒数に対する割合。
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(6-8) r指導の結果登校する又はできるようになった生徒」に特に効果のあった学校の捲蜜

①全日帝1]

全自制

区分 うち.単位制

国立 公立 私立 E十 題立 公立 私立 百十

研不修畳会枚やの寝問間題研に究つ会いをて通， o l'立 506校 169校 675校 o !主 日4!立 7t立 71校

じて金教師の共通理解を
圏った. 0.0 % 16.8 ~色 16.4 % 16.6 % 0.0 % 13.6 % 26.9 .色 14.3 % 

全蝕ててれ学の合校教い生師を体が多でく当す指該る迫撃gなtに桂どあにし
4校 615技 240校 859校 。校 78校 7校 85枝

たった. 30.8 % 20.4 % 23.3同 21.2 % 0.0 .色 16.6帖 26.9 % 17.1同

教門育的稲に悶指担導当にのあ教た師ったが.専

o !主 596校 187 !主 783校 0校 97校 8校 105校

0.0同 19.8 % 18.2 % 19.3 % 0.0 % 20.7 % 30.8 % 21.2 % 

聾誼教に関あがた尊っ門t剛こIRlJI.
2校 733校 266枝 1，001校 0校 98校 9校 107校

た.
15.4 % 24.3同 25.8 % 24.7塙 0.0 .色 20.9 .色 34.6同 21.6 % 

学校

ス尊クー門ル的カ!こウ指ン湯セにラあーた等っが
2校 1，055校 425校 1.482校 0校 155校 13t主 168 l'主

肉

で
の た.

;首
15.4 % 35.0帖 41.3 % 36.5 % 。o.色 33.0 % 50.0 % 33.9 % 

滋
の
友人関係を改善するため

o !主 648技 287校 935校 0 校 89校 10校 99 !立
改
警 の抱毒事を行った.

エ 0.0 .色 21.5帖 27.9 .も 23.1 .も 0.0号6 19.0同 38.5 .色 20.0 % 

夫

教るな師どとの。教触師れと合のい関を係多をく改す
2校 655校 268校 925校 。校 94 1.主 11校 105校

普した. 15.4 % 21.7日 26.0 % 22.8 % 0.0 % 20.0 .色 42.3 .色 21.2 .色

擢指う集導に方なす法どる授工の業夫改がを警行わ.盟かった副る.のよ

0校 301校 136校 437校 o !主 44校 5按 49校

0.0 % 10.0 % 13.2 % 10.8 % 0.0 % 9.4同 19.2 % 9.9 .色

議A本Zな人活が動意の欲塙を持盃におい
1 !主 420 !主 193校 614校 0校 58校 6 f.立 64校

て って，舌
動できる場を用意した. 7.7判 13.9 % 18.7 .色 15.1 % 0.0 % 12.4帖 23.1帖 12.9 % 

保絞健させ室て等特別の場所に畳
1 f.主 654校 324校 979校 日校 106校 10技 116校

指滋にあたった.
7.7 .色 21.7砧 31.5帖 24.1 .色 0.0 % 22.6 % 38.5同 23.4 % 

畳校を坦すため，<電な話を
o !立 1，227校 511校 1，738校 o !立 157校 16校 173 !主

かけたり迎えに行 どし
た. 0.0 号令 40.7 .色 49.6帖 42.9 % 0.0 % 33.5防 61.5帖 34.9 % 

家
直
ヘ 家生活躍萄訪で問のを相行い出，学祭や 日校 1，199 !主 449校 1，648校 0校 168 !立 15校 183校
の 生 に梁るな
倒 ど様々な指た毒事.・擢劫苦行っ
き 0.0 % 39.8 .色 43.6帖 40.6同 0.0同 35.8 % 57.7 % 36.9帖
か
1す

3校 1，145 !主 494校 1，642校 日校 158校 16校 174枝
家県族睦関者普係のをや協図努力っ麗をた生求.活めのて改. 

23.1 % 38.0 .色 48.0同 40.5帖 0.0 % 33.7同 61.5 % 35.1 % 

他 教談育機相関談と連セ携ンタしーて等指の鴻相に
1校 223 !主 78校 302技 0校 36 !主 4校 40校

の
機 あたった. 7.7 % 7.4 % 7.6 % 7.4 .色 0.0 % 7.7帖 15.4 % 8.1 % 
関
と
の
病し院て寄撃指の務底に3架あ線た閣っとた理.機

1 I主 466校 193 I虫 660校 0校 61校 7 l'主 68校
進

機
7.7号6 15.5 % 18.7帖 16.3同 0.0 % 13.0 % 26.9同 13.7 % 

日校 113校 44技 157 !主 0校 20 I立 3校 23校
その他

0.0 % 3.8 % 4.3帖 3.9帖 0.0 % 4.3同 11.5 % 4.6 .色

13校
不畳校生提在籍学枚数

3，012 1-1 1，030校 4，055 I立 1技 469技 26校 496校

100.0 号色 100.0帖 100.0 唱也 100.0 9也 100.0 唱も 100.0 号也 100.0事告 100.0 9-也

(注1)複数回笹可とする。

(注2)パーセンテージは各区分における平畳校生徒在籍学校教に対する割合.
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(6-8) r指導の結果登校する又はできるようになった生徒」に特に効果のあった学校の措置

g)定時制

定時制

区分 うち、単位制

図立 公立 私立 t十 国立 公立 私立 針

研不修畳会伎やの事問例題研に究つ会いをて遇白 o !主 127校 2校 129校 o !立 83校 2 I主 85校

じて全教師の共通理解を
回った， 0.0 % 24.6 % 22.2 % 24.6 ~色 0.0 9色 31.9 % 40.09色 32.1 9色

全触ててれ学の合技教い会た師を休っ多がでた〈当す指固誼る導生なに徒どあにし
0校 196 !主 4 !主 200校 0校 102校 3校 105校

0.0 9色 38.0同 44.4砧 38.1 % 0.0 9色 39.2 9色 60.0 9色 39.6 % 

教門育的相に韻諸担毒事当にのあ教た闘ったが.専

0校 86校 1校 日7技 。校 59 !主 1 1主 60校

日日同 16.7号6 11.1 % 16.6 % 0.0 9色 22.7 % 20.0 % 22.6 % 

聾撞教に換あがた専っ門t的!こ指導
。校 145 !立 3校 148校 日校 79校 3 I~ 82校

t，. 
0.0 % 28.1 % 33.3帖 28.2 % 0.0号6 30.4 % 60.0 9色 30.9 % 

雲綾学

スクールカウンセラー等が o j主 184校 3校 187校 0校 115 j主 2 j主 117校
内
で 稼門的に摘穏にあたっ

の た. 0.0同 35.7同 33.3同 35.6同 0.0 % 44.2 % 40.0 % 44.2 % 
指
ミ怒
の 0校 126校 1校 127校 0校 83校 1 !立 84 !主
改 友人関係を改墾するため

普 の指導を行った.

エ 0.0同 24.4 % 11.1 写色 24.2時 0.0 % 31.9 % 20.0同 31.7 % 
来

教師との教触師れと合のい限を係多をく改す
0校 179校 4校 183 !主 0校 108校 3技 111 l'主

るなど
普した. 0.0 号も 34.7 9も 44.4同 34.9帖 0.0 % 41.5 9も 60.0号色 41.9 9色

授指う業導に方なすど法る担工の当改夫震が響苦わ行。倒っかた別る.のよ

0校 80 j立 0校 80校 o !立 46 !主 。校 46校

0.0 % 15.5 ~も 0.0帖 15.2 % 0.0 % 17.7同 0.0 守色 17.4 9色

織て動々本でな人き活がる動意ま語の欲を場mを面におい
0校 981;主 2校 10日校 0校 62 I主 2 !主 64 t主

持ってi舌
意した. 0.0 % 19.0時 22.2時 19.0 % 0.0 % 23.8 9色 40.0帖 24.2 % 

理校健させ室て等抱特諸別にのあ楊た罰っにた登. 

01ほ 68 j主 1校 69校 0校 44校 1 !主 45校

0.0判 13.2同 11.1特 13.1 % 0.0 % 16.日明 20.0帖 17.0 % 

量4交を促すため!く電な話どをし
0校 287校 3!it 290校 。校 151校 2技 153校

かけたり迎えに行
」旬し戸. 

0.0 9色 55.6 写色 33.3 % 55.2 % 0.0同 58.1 % 40.0軸 57.7 % 
家
揖
へ 家底訪問を行相いe学裳や 。校 206校 2校 208校 o ~~ 112校 Z校 114校
の 生活誼での 践に梁るな
働 ど線々 な指導・揖助苦行つ
き H日 . 。o9色 39.9 % 22.2号6 39.6 9色 0.0 9会 43.1 .色 40.0 9色 43日時
か
け

o t立 211校 3校 214校 o ~~ 127校 21'主 129校
家保臨誼隅者係のや協家力臨を生求活めのて改I 

苦を図った. 0.0 % 40.9同 33.3 % 40.8 .色 0.0帖 48.8 % 40.0同 48.7砧

{也 教宵締盟センター等指の棺
0校、 47 j立 1校 48校 。校 33校 1校 34枝

の 臨機関とあ遺た構っして 穏に
機 たた. 0.0 % 9.1同 11.1同 9.1 % 0.0 % 12.7 .色 20.0 % 12.8 % 
関
と
の 0校 55 !立 0校 55 1;立 o ~~ 43校 0校 43校
連 病院Lて等指の毒軍事に療あ機た関っとた遊.揖
I搭

0.0 % 10.7 % 0.0 % 10.5 % 0.0 % 16.5同 0.0 % 16.2同

0校 25 !立 1 j主 26校 。校 20校 1 j主 21技
その他

0.0 % 4.8 % 11.1 % 5.0 % 0.0 % 7.7帖 20.0 % 7.9同

0校 516校 9校 525校 0校 260校 5 j立 265校
不笠枚見童生徒在籍学校数

0.0 % 100.0 骨骨 100.0 唱也 100.0 事告 0.0 % 叩0.0同 100.0 ーも 100.0 % 

(注1)極数回答可とする。

(;主2)パーセンテージは各区分における不畳校児童生徒在籍学校数に対する割合.
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(6-8) r指導の結果登校する又はできるようになった生徒Jに特に効果のあった学校の措霞

3合計
t十

区分 うち、単位制

国立 公立 私立 t十 国立 公立 私立 E十

研じ不て修畳全会4交教やの師事問の倒題共研に通究つ理会い解をてを通， 
日校 633校 171校 804校 o !主 147校 9 t主 156校

図った. 0，0 % 17，9同 16，5帖 17，6 % 。，0% 20，2 % 29，0 % 20，5 % 

全ての教師が当該主主桂に 4校 811校 244 i主 1，059 i主 0校 180校 10校 190校
触てれ学合校い全を体多でくす指るなどし

場にあ
たったー 30，8 % 23，0拍 23，5 % 23，1同 0，0 % 24，7拍 32，3 % 25，0帖

教門育的線に鶴指担導当にのあ教た師っが専

0校 682校 188校 870校 0校 156 i主 9校 165校

t" 
。。同 19，3 % 18，1同 19，0号6 0，0判 21.4 % 29，0 .色 21.7帖

華誼教にt翁あがた専っ門た的.に指導
2 !史 878校 269技 1，149校 日校 177校 12校 189校

24，8 %1 15，4 % 24，9 .も 25，9帖 25，1 % 0，0 % 24，3 % 38，7 .色

学校

スクールカウンセuこラあーた等っが 2校 1，239 !主 428 !主 1，669校 o !主 270校 15校 285校l
向

で 尊門的に鏑蒋

の た.

!B 
15.4 % 35.1 % 41，2 % 36.4同 0，0 % 37，0 .色 48.4 .色 37，5同

号事

1吋の

友人の関指係導を苦改行善っすたる.ため

0校 774校 288校 1，062 !主 。校 172校 11校
改
警
工 0，0 % 21，9 % 27，7 % 23，2 % 0，0軸 23，6 % 35，5同 24，0帖

夫

教るな師どとの.教触師れと合のい陣を係多をく改す
2校 834 !主 272 !立 1，108 i査 。校 202校 14校 216校

脅した. 15，4判 23，6 % 26，2 % 24，2同 0.0 % 27，7 .も 45，2 % 28.4 % 

j指畳う梁導に方なす法どる控工の擦夫改がを脅わ行，園っかた田る.のよ

0校 381校 136 !主 517校 0校 90校 5技 95 !主

0，0 % 10，8 % 13.1 % 11.3 % 0，0特 12，3 % 16，1同 12.5 写色

様て動々本でな人き活がる動窓織の欲を場用を認狩意っにしてたお活. い

1校 518校 195校 714校 o jo;1 120 t主 8 1，主 128 !主

7，7同 14.7 .色 18，8帖 15.6 % 0，0帖 16.5 .色 25，8 % 16，8 % 

保絞健させ室て等指特導別にのあ犠た所っ!たこ愛. 

1校 722校 325校 1，048 i主 。校 150校 11校 161校

7，7同 20，5 % 31.3帖 22.9 % 0，0帖 20.6 % 35，5崎 21.2同

畳校を理すためI電話を 0校 1，514校 514校 2，028 !主 0校 308校 18校 326校

かけたり迎えに行くなどし
すこs 日日目 42，9 .も 49，5帖 44，3 % 0，0 % 42，2 写色 58，1特 42，8 % 

家
躍

297校|へ
ど集家様活躍々函鵠なで聞指のをた導三行初.い回揖，に助学祭を裟る行やなつ

0校 1.405校 451校 1，856 Il: 0校 280校 17校
の

働き 0，0拍 39，8 % 43.4同 40.5 .色 0，0 % 38，4 % 54，8 % 39，0拍
か
lナ

31.主 1，356 t立 497校 1，856 ~~ 0校 285校 18校 303校
翠保陸控関者著係の書をや協図号力室っ陸をた生求.活めのて。改

23.1 .色 38.4 ，色 47，8 % 40，5 % 0，0 .色 39，1帖 58，1 .も 39.8 号色

他 教盟育機棺関談と理セ機ンタして等指の領
1校 270校 79校 350校 。校 69校 5校 74校

の 穏に

後 あたった。
7，7同 7，7 .色 7，6 % 7，6 % 0，0 .色 9，5帖 16，1 % 9.7 % 

関
と
の

翁院して等指の湾車に線あ機た閣っとた連.機

1校 521校 193校 715校 日校 104校 7校 111校
逮
揖

7，7 守色 14，8同 18，6 % 15，6 .色 0，0 % 14，3帖 22，6 % 14.6 % 

。校 13日校 45校 183校 0校 40技 4 1，圭 44校
その他

0，0 % 3，9帖 4，3 % 4，0 % 0，0帖 5，5 ，色 12，9 .色 5，8 % 

13 1主
不量桂児童生徒在i'i学校数

3，528 i主 1，039校 4，580校 1枝 729技 31校 761校

100，0 % 100，0 % 100.0 唱も 100.0 11も 100.0 q色 100.0同 100，0拍 100.0 号色

u主1)複数回笹可とする.
(注2)パーセンテージは各区分における平畳校児窓生徒在籍学校教に対する割合.
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(6-9) 掴践・指導害容を畳けた学校内外の機関等丑日指導要録上出席担いとした生桂融、通学定期乗車券制度の適用を畳けた生桂数

①全罰制定時制別

全自制 ~吟純

単位内外の担問等での相阻・指導等を受けた人政 学校内持の機関等での4自民・指導帯を受付た人政

区分

うし隊とち、』Jっのヒた行出i管a人席霞場数燥を3軍 裏級涯う学ち線いを上』鋭とfI出の敏っ2場席階た 皮mう謹zち食盗事悶学録人E翻数Z うい銀ちとj上っのた『山1指8人腐置導数級を菱
要録霞う伐ち 『鎗ili導n憎たz 
い学をよ』鋭との敏っ
m度う濁gちR道H用R学券人5制数2 

@担宵玄国セン聖一{題応指導教室}

②敏荷受会員続会腎及のび縄紋問宵セ(①ンをタ除ー〈等}教育畏員

Q)児童栂鴎所."従事務所

④保但蹄e 精神保包福祉セン，-

学校外 @偶践，路般商

<!lI民間窃体，民間施陸

①上"以外的視問時

砲撃〈をり~よ1すRた者Z 司の⑦努2の人建機数設関}〈1等倍で訟のを{と包践った学緒海校

(2)不明

@醤鼠教憶による専門政的な指導を受けた人

学校内 ⑨スクω週早ル判カ的ウ年ン絡セ"ラをー受け銅た版人員数等による

(3)上記.，.け@た者にのよ突る招入践数 抱等等を受

(4) ..!:.le①m ⑦。⑧.@こよる銅銭循環等
を受けていない人数

悶立

公立

私立

2十

関立

公立

払立

It 

回立

公立

私立

2十

園立

公立

私立

2十

国立

公立

私立

8十

図立

公立

私立

2十

国立

公立

私立

Z十

国立

公立

私立

Z十

固定

公立

私立

8十

悶立

公立

私立

S十

図立

公立

私立

It 

図立

公立

私立

It 

国立

公立

{注)1 Q)-@I::ついては視線回答であり、 (1).(2) 【3)，(引は菜依.

4 3 

18. 27 

62 14 

25ド4 44 

。 。
2沼a " 
J2 3 

3悶0 18 

。
310 13 

68 2 

379 15 

。 。
l1J 2 

" 4 
112 6 

14 。
3.~5B 71 

1咽611 9c 

5.083 16' 

。 。
195 E 

183 " 
318 74 

。
153 2 

'" 6 

273 8 

17 3 

4，317 13' 

1.0悶B '88 

6.482 325 

。
1.685 

1.629 

3咽314

14 

6，495 

2.440 

8.949 

27 

6.813 

3.710 

10，610 

27 

10.593 

5.323 

15，943 

10.111 

〈詑)2'不明3とf念、学校~の縁関等撃で"政.)首様を受けているかどうか綿砲しても、なし河、盛続生徒.

。
24 2 

5 。
30 2 

。 。
13 。
2 。

" 
。

。 。
13 。
2 。

" 
。

。 。
2 。
2 。
4 。
。 。
" E 

2J 。

" E 。 。
5 。
2B 16 

3悶 " 。 。
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②合計

8十

学校向舛の樋間帯での相政・指導等を受けた人数 (A)

区分

E教育支fl1センタ {適応措等教
翠)

@教育費員会及び教育セン(①タを巴毒事
教育蚤民会所菅くの}機関 陣

@児童徳観所・描祉事暗所

④保健所続神保健描祉センター

学校 ~病院験棟跨
外

@民間団体I 民間施設

⑦上記以外の機国等

(1)指措上導置記君を曲事をと目畳っ(J)たけの学た峻容校関の実等突数で入}の数相臨

(2)不明

@聾誼紋舗に畳よけたる専人門数的な措S撃を

校学 ⑨等スにクールカウンセラー 街け談た人員よる専門的な伺簡を畳
内 数

(3)導よ等自を畳由、lす⑨たに者のよ突る招入数臨 掲

(4)上記①ω ⑦，@，@による棺談・
指潟2撃を畳けていない人数

国立

公立

私立

百十

国立

公立

私立

E十

国立

公立

私立

E十

圏立

公立

私立

E十

国立

公立

私立

官十

国立

公立

私立

2十

盟立

公立

私立

百十

国立

公立

払立

百十

国立

公立

私立

百十

悶立

公立

私立

E十

国立

公立

私立

百十

国立

公立

私立

百十

国立

不畳紋後児

うい録とちJ上っの【たr出B摘j話人〉席置碍敵儀を要
宜主お主 数
にける
(A)の
割合(別

4 9，8% 3 

249 0.6% 2B 

62 0.51> 

3<5 0.6'; 

0.0者

山| O. .‘ 
0.3% 

o.n 

2.4蓄 。
1. 1% 11 

ω1 0.5百

1.0鳩
。! 。。鳩
110 I 0.4見

0.4% 

0.4覧 8 

34.1% 

9.5% 12 

13.0% 90 

10.3% 

0，0認 。I
出| 0，0渇

183 1.5覧

O. .鴎

2.4覧

0，6官

1.0省

312 0.7弘

11 41. 5% 

5.470 12.1% 

2醐| lU% 

13.6):; 

0.0); 

4，545 I 10.5覧
13.3% 

11. 1目

34.1% 

19.7話

19.1% 

19.71 

27 6ド5.'提

11.872 20.5積

3.7JO 3ゆ的

22.7目

65. 9~ 

3に2.5掲

5.350 I 43.0詰
34. 9% 

61 は"1 -1  
20，13u I 46. E省

4.06同 32.;省

24，2沼6I 4J.5~ 

{珪)1①~曲については彼数回答であり、 (1).(2). (目、 (4)はE定数.

(8)/(叫

75.0% 

"‘" 22.6努
14.3鴎

0.0省

... 目

...見

5.3‘ 
0.0話

3.5% 

2. .混

3.4省

0.0箱

2.~" 

'.2局

3.7% 

0.0> 

U~ 

5.6% 

2. .省

0，0首

2.4% 

31. J目

17.2% 

O.O~ 

O. .集

5'" 

2，2包

11，6首

2.6首

• 0話

4. 4~ 
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(6-10)都道府県知j不登校生徒数(国公私立高等学
校)、 1，000人当たりの不登校生徒数

f 

都道府県 不登校生徒数

北 海 道 1， 195 

2 督 森 際 322 

3 岩 手 採 534 

4 { 晶 減 県 1，404 

5 秋 回 県 363 

6 山 時多 震 472 

7 福 富包 嬢 620 

日 時現 城 県 584 

9 4語 木 県 1，004 

10 君宇 馬 県 904 

11 1奇 玉 F義 2，685 

12 千 3量 県 3， 248 

13 E在 京 都 4，781 

14 神 奈 JII 県 3，877 

15 新 潟 県 1，097 

16 E蓄 山 探 497 

17 石 JII 県 471 

18 4富 井 F悪 340 

19 山 梨 ~ 224 

20 長 野 県 674 

21 岐 皐 探 689 

22 青争 間 県 1，722 

23 愛 知 F塁 2，261 

24 璽 F裂 970 

25 i盈 賀 県 1，002 

26 思 都 府 1，001 

27 大 飯 府 7，428 

28 兵 庫 県 1，538 

29 表 良 県 438 

30 和 歌 山 県 483 

31 i曜も 取 際 258 

32 E詰 根 県 389 

33 同 山 県 1，151 

34 広 島 県 1，454 

35 山 口 県 251 

36 徳 島 県 149 

37 番 )11 県 249 

38 愛 媛 県 357 

39 高 知 疑 400 

40 福 限 県 2，470 

41 {左 賀 理弘 419 

42 長 時 宅弘 672 

43 熊 本 県 984 

44 大 分 ~ 659 

45 { 筒 崎 ~ 539 

46 鹿 児 島 幸弘 985 

47 沖 縄 県 1，441 
合 E十 55， 655 

|平成 μ 年度j 4
 
6
 
6
 
7
 
ro 

76 

1，000人当たりの
不登校生徒数

8.8 

8.3 

14.8 

22. 7 

13.1 
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11， 2 

7.3 

18.3 

16.8 

15.2 
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15.2 

19.0 
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17.4 

14.8 

14.7 

8.4 

11， 4 

12.2 

17.2 

11. 6 

19.4 

25.8 

14.1 

31. 8 

10‘7 
11. 5 

16.9 

16.6 

20.4 

19.6 

7.1 
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9. 7 

9.4 

20.0 1 
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16.2 

16.4 

19.8 

20.2 

16.2 

20. 7 

30.3 
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